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はじめに

（1）背景

　日本の重点国の１つであり、開発援助委員会（ＤＡＣ）開発戦略のモデル国であるタンザニア

連合共和国では、1996 ～ 1997 年には国別援助研究を行い、1997 年には、タンザニア政府と対タ

ンザニア経済協力総合調査団により、タンザニア援助フレームワークが合意され、1999年には、

タンザニア国別援助計画及びＪＩＣＡ国別事業評価実施計画が策定された。このような経緯を経

て、援助重点分野は、農業・零細企業、基礎教育、基礎インフラ整備による生活環境改善、基礎

的保健医療サービス、森林保全に合意された。

　近年タンザニアは、貧困問題を改めて重要視しており、19 9 7 年には国家貧困撲滅計画

（ＮＰＥＳ）、20 0 0 年には中期支出フレームワーク（ＭＴＥＦ）及びタンザニア援助戦略

（ＴＡＳ）を策定している。それらを基本に、貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）が策定され、貧困削

減と債務救済の繋がりが強化された。また、このような流れのなか、多くのドナーは、プログラ

ム援助への移行がみられ、コモン・バスケットなどの共通手続きを取っているドナーもいる。逆

に日本をはじめとする他ドナーは基本的にそれぞれの国別プログラムに基づいたプロジェクト援

助を主張している。

　こういった背景から、今年度、国別事業評価を行う２か国の１か国として、タンザニアが選ば

れた。

（2）タンザニア国別事業評価

　タンザニア国別評価の目的としては、将来的な対タンザニアＪＩＣＡ事業・日本援助の改善、

及びタンザニア政府・他ドナー・日本国民による結果の活用を目的としている１。評価対象時期

は、1991年以降の協力である。スケジュールでは、2000年12月に文献レビューなどの準備、2001

年１月に現地調査、２月～３月に報告書作成、４月に最終報告書発表、６月以降に評価結果の

フィードバックが予定されている２。

　上記評価の前段階として、フレームワークの具体化等を目的とした第１次調査が 2000 年８～

９月（うち現地調査が８月 30 日～９月８日）に行われた。現地調査では、タンザニア政府との

国別事業評価の合意、他パートナーへの国別事業評価の紹介、政府・ドナー間の援助動向及び評

価方法の把握、比較基準となる情報収集、及びタンザニアの経済社会動向に関する資料収集など

を行った。

１  詳細については資料１：JICA, Country Program Evaluation in Tanzania, Summary of Evaluation Study, August 2000、添付図 'Draft

Framework of Tanzania Country Programme Evaluation' 参照。
２  同資料、添付図‘Tentative Schedule of Country Programme Evaluation in Tanzania' 参照。
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（3）調査方法

　現地調査の前準備としては、既存資料によって、①プロジェクト・プログラム援助に関する議

論の整理、②タンザニア経済社会データの整理、③ＪＩＣＡ事業実績、他ドナー実績の整理、④

他ドナーの国別事業評価のレビューを行った。

　現地での調査方法としては、前もってＪＩＣＡ事務所がタンザニア国別評価に関する計画案３、

質問票を各政府省庁・ドナーに送り、関連事項についてインタビューを行った。質問票では、評

価方法、開発・援助方針、重点分野等に関する約９問の質問が、インタビュー対象機関に合わせ

て含まれている４。質問票については、記述したものをインタビュー時に回収したのが１国際機

関（国連開発計画：ＵＮＤＰ）のみであり、２国際機関（国連人口活動基金：ＵＮＦＰＡ、世界

保健機関：ＷＨＯ）がインタビュー時に口頭で用意してあり、政府機関のほとんどが後日提出を

約束した。ドナーのなかには質問票に明らかな反発を示す機関もあり（デンマーク）、援助の合

理化が問題となっている今日、記述による質問票の回収は不適切に思われ、強く要望はしなかっ

た。ただし、インタビューのなかで、質問票に類似する質問を行った。

　2000 年９月５日に、タンザニア政府と、国別事業評価について合意した５。また、他ドナーや

国際機関に国別事業の趣旨に関する理解を得た。インタビューは、ダルエスサラームでは８政府

省庁、８ドナー、６国際機関にインタビューを行い、オランダではオランダ外務省に国別評価方

法についてのみインタビューを行った。インタビュー時間はタンザニアでそれぞれ 30 分～１時

間（オランダで２時間）程度であった。調査日程、インタビューの議事、収集資料については、

資料４の議事録のとおりである６。議事録をテーマ別に分類したものは、資料５として添付して

いる７。インタビュー対象・情報提供者８及び参考文献については、本報告書の末尾に添付してい

る。参考文献に関しては、12月以降に予定されているタンザニア国別事業評価への使用も意図し

ている。

　本報告書では、以上のインタビュー結果、既存・収集資料を基に、タンザニア国援助動向及び

国別援助評価方法についてまとめ、12月に予定されているタンザニア事業評価の視点・方法につ

いて提言を行っている。

３  資料１：JICA, Country Program Evaluation in Tanzania, Summary of Evaluation Study, August 2000
４  資料２： Tanzania Country Program Evaluation, Questionnaire for the first mission、A-H参照
５  資料３： Minutes of Discussion between Ministry of Finance, President's Office and the JICA Preliminary Study Team for the Country

Programme Evaluation Study on JICA's Cooperation in Tanzania
６  資料４： Record of the preliminary mission of the Country Program Evaluation in Tanzania, 30 Aug. ～ 8 Sept. 2000
７  資料５： 議事録テーマ別マトリックス
８  この場をもって、インタビューに協力していただいた方々、情報提供していただいた方々に感謝の意を述べたい。
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第１章　タンザニア援助動向

１－１　日本の援助動向

 １－１－１　日本にとってのタンザニアの位置づけ

　日本の対タンザニア技術協力は、1954 年のタンザニア独立以前の研修員派遣、1963 年の専門

家派遣、1967 年の青年海外協力隊派遣に始まり、無償資金協力は、1973 年のルフィジ河橋梁建

設調査・設計をはじめとする。1990 年代に入ってから 1995 年を頂点とし増加傾向にあり、1995

年政府開発援助（ＯＤＡ）及び無償資金協力実績では、サブサハラ・アフリカ域内第２位となっ

た９。1966年の正式な援助開始以来累計では、無償資金協力は1,017.23億円（域内第１位）、技術

協力は 408.55 億円（同第２位）、有償資金協力は 402.5 億円（同第７位）である 10。

　タンザニアに対する援助増加の背景として、1993 年 10 月、国連などとともに開催した東京ア

フリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）、及び、1996 年５月、開発援助委員会（ＤＡＣ： Development

Assistance Committee）で採択されたＤＡＣ新開発戦略（21 世紀に向けて：開発協力を通じた貢

献）があげられる。ＤＡＣ新開発戦略では、貧困対策、初等教育の普及、保健医療（母子保健）

の充実、環境保全といった４つのテーマが掲げられているが、我が国はタンザニアをはじめとす

る６か国で重点的に関連支援を実施していくことを掲げた11。こういった背景以外にも、我が国

はタンザニアの東部・南部アフリカにおける安定勢力、及びそのアフリカ諸国に対する影響力を

考慮した外交上の拠点国としても位置づけている12。

　1995～ 1997年に、我が国援助の市場経済移行及び貧困緩和の影響を評価する経済協力国別評

価が行われ、1996～ 1997 年には、タンザニア国別援助研究が行われた。1997年４月に対タンザ

ニア経済協力総合調査団（以下「経協総合」）とタンザニア政府との合意に基づき、対タンザニ

ア援助の重点分野の選択によりフレームワークが形成された。このフレームワークを基礎として

1999 年３月には政策協議が行われ、1999 年６月にＪＩＣＡ国別事業実施計画が策定され、2000

年６月には、タンザニア国別援助計画が策定された。

９  国際協力事業団（1997年３月）、タンザニア国別援助研究会報告書、pp.35-37
10 外務省（1999年６月）、タンザニア国別援助計画、p.8. ただし、有償資金援助に関しては、債務繰延を除き、1982年以降は供与

されていない。
11 国際協力事業団（1997年３月）、タンザニア国別援助研究会報告書、pp.35-37.
12 外務省（1999年６月）、タンザニア国別援助計画、p.7
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１－１－２　対タンザニア援助の重点分野

　1997年４月の経協総合で合意された対タンザニア援助フレームワークでは、①農業・零細企業

の振興のための支援、②基礎教育支援、③人口・エイズ及び子供の健康問題への対応並びにその

一貫としての基礎保健医療サービスの向上、④都市部を中心とする基礎インフラ整備などによる

生活環境改善、⑤森林保全、以上５分野が選ばれた。その後の政策協議（1999 年３月）、

ＪＩＣＡ国別事業実施計画（1999年６月、2000 年６月）、及びタンザニア国別援助計画（2000 年

６月）においても、この５分野が再確認されている。ただし、ＪＩＣＡ国別事業計画においては、

さらに⑥キャパシティ・ビルディング、⑦その他の重点課題（観光開発、水産業、地域拠点開発、

湖水環境の保全）があげられている。

　1991 ～ 1999 年の技術協力及び無償資金協力の総計では、運輸（24％）、通信（19％）、保健医

療（17％）、農業（12％）が最大支援セクターとなっている。技術協力のみでは、農業（22％）、

保健医療での受入れ及び派遣（15％）、社会インフラ（13％）への協力が目立つ。そのなかで、

研修員及び専門家は、保健医療が半分近く占める（1991～ 1999 年人数計）。また、協力隊（同年

人数計）は、人的資源（23％）、工業（17％）、農業（14％）への協力が多い 13。

　1990年代の分野別推移を見ると、技術協力及び無償資金協力の総計において、運輸分野での援

助は、1993年を頂点として増加し1994年に落ち込み、徐々に1998年まで増加している。通信分

野は、1991年には全くなかったが、1998年まで増加傾向にある。保健医療は、1994年と 1996年

を山に、推移している。農業は、安定してわずかに増加傾向にある。

　一般無償のみの推移を見ると、運輸分野及び通信分野での傾向は上記とほとんど同じ傾向であ

り､これらの分野での協力が主に一般無償であることが明らかである。保健医療も傾向がほとん

ど同じであるが、一般無償と技術協力の組み合わせであるため、1995年の落ち込みは一般無償の

みの場合甚だしい。一般無償では、農業分野での協力はあまり目立たない。

　技術協力のみの推移を見ると、農業は明らかな増加傾向にあり、1993 年、1998 年以外、常に

最大支援セクターである。1998 年の最大セクターは保健医療であり、1991 年から徐々に増加し

ている。1993 年の最大セクターは社会インフラであるが、傾向としては減少傾向にある。

　技術協力の形態でみると、1991 ～ 1998 年累計金額では、プロジェクト形式による協力、協力

隊派遣が最も多く、次いで開発調査、専門家派遣、研修員受入れが多い。傾向としては、プロジェ

クト形式による協力は、1993 年を谷に落ち込んだが、1990 年代後半には、前半よりも多くなっ

ている。協力隊派遣は、1992年をピークにゆるやかな山を描き、その後、減少している。開発調

査は、1993年と 1997年をピークに鋭い山を描いており、特に1997年に関しては、タンザニアを

重点国として認識したためであると考えられる。専門家派遣は、1996年まで増加傾向にあり、そ

13 資料 10：対タンザニアＪＩＣＡ・日本援助実績参照
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の後 1998 年まで減少している。研修員受入は、1991 年から 1998 年まで増加傾向にある。

　日本の援助の対象地域は、主に、タンザニアの北東に位置し、特に大きな案件は、ダルエスサ

ラームとキリマンジャロ州に目立つ。その他案件の位置としては、コースト州バガモヨ県、モロ

ゴロ州、カゲラ州、ザンジバルなどがあげられる。専門家は、1991 年以降、半数以上がダルエス

サラームに派遣されており、次いでモロゴロ州が多く、その他ザンジバル、コースト州バガモヨ

県、キリマンジャロ州等と、案件の位置と一致する。協力隊は、分散されており、上記の州・県

以外に、アルーシャ州、イリンガ州、キゴマ州、タボラ州、タンガ州、ドドマ州、ムベヤ州、ム

ワンザ州等に派遣されている。草の根無償は、カゲラ州、コースト州バガモヨ県、タンガ州、ム

トワラ州、イリンガ州、ザンジバル、リンディ州、アルーシャ州、ダルエスサラームなどへの支

援が見られる。

１－１－３　政府・他ドナーと日本援助

　1991 ～ 1998 年総計（実質支出）では、日本は対タンザニア最大ドナーである。各年を比較す

ると、1991 年にはスウェーデン及びアメリカ、1992 年にはＥＣ及びイギリスがトップ・ドナー

であったが、1993～ 1996年の間日本が、最大ドナーとなる。その後1997年には、全ドナーが落

ち込むが、そのなかでは、フランスが最大ドナーであった。1998年には、イギリスが抜きん出て

トップドナーとなり、ドイツ、日本が近い水準で次ぐ14。

　では、政府はトップ・ドナーとしての日本の支援をどうみているのであろうか。インタビュー

によると、タンザニア政府は、基本的に日本の支援に感謝しているが、将来的な支援が不確定な

点、及び技術協力（特に専門家）について、留意している。例えば日本に支援要請を提出した場

合他のドナーに提出しないので、将来的な支援が不確定であると、開発方針の日々の変化により

機会喪失することになる。専門家に関する見方は、一般的なものであり日本個別に対するもので

はないが、専門家のコストが高く政府予算を通らないのみならず、専門家が指導したはずの技術

が移転されていないケースのあることが指摘された。この理由としては、専門家の技術移転への

熱意の欠如があげられるが、一方で専門家の契約更新の希望が多いことが指摘された15。ただし、

それぞれのセクター省庁では、専門家の存在によって、ＪＩＣＡとの協力が改善していると述べ

ている16。援助形態については、トップ・ドナーとしての日本の重要性を認識して、日本の主張

する「プロジェクト形式」による支援に理解を示しているのが正式見解であり、インタビューで

もこの基本姿勢は保たれていた。ただし、保健省のように、バスケット・ファンドの進んでいる

14 OECD, Official Development Assistance, International Development Statistics: 2000 ed, Table 3a
15 大蔵省　（議事録、pp. 93-94）
16 保健省、建設省　（議事録、pp. 100, 102）
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省では、強要はしないものの、話題は始終バスケットに帰結した17。

　ドナーや国際機関は、直接的な利害関係が少ないためか、プロジェクト方式からプログラム方

式への移行、バスケット・ファンド、財政支援などといった援助形式について述べる機会はより

多かった。ただし、日本の形態に関する批判というより、自己批判から転換していた、あるいは

しようとしている自らの組織の経験紹介が多かった。そういったなかでの本質は、「政府の優先

プログラム」内での支援を促していると要約できる。この点については、次節で詳しく取り上げ

る。

　日本が農業に力をいれている点に関しては、ドナーや国際機関は良い選択であるとみている18。

世銀は、日本の比較優位として、水力発電、農業（稲作、農村金融、農産物加工）、農村道路、

保健医療（エイズ、マラリア）などをあげており19、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）は農業のなか

でも、灌漑、漁業、収穫後処置、農産物加工、農薬、農機械などをあげていた 20。

　保健分野では、既に国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）、国連人口活動基金（ＵＮＦＰＡ）、世界保

健機関（ＷＨＯ）と既にそれぞれと協力しており21、将来的にも、更にセクター・プログラム内

で協力していきたい意向が示されている。米国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）の援助も保健医療、特

にＨＩＶ／ＡＩＤＳに集中しているため、協力の可能性を述べていた22。

　日本の地域的分散については、ＦＡＯは、タンザニアにおいて北東への集中を疑問視し、将来

的な見直しを提示していた23。国連開発計画（ＵＮＤＰ）は、貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）内の

優先課題における将来的な支援を促しており、ＵＮＤＰとの協力では、労働集約的地方道路・社

会インフラ、貧困モニタリング・ＩＴ関連、農業などを可能性としてあげている24。

１－２　タンザニアの開発課題の変遷と援助環境

１－２－１　タンザニア経済社会状況

　タンザニアのマクロ経済の状態は改善しており、政府は適切な政策転換を行ったようである。

ただし世界銀行によると、ＧＤＰ成長率は 4.7％へと伸びたが、2.8％の人口増加率なので十分で

はなく、Vision 2025では、７％の成長率をめざしている。タンザニアの生産経済を活発化する必

要があるが、農業が主な生産分野であるため、効果が出るまで時間がかかる。また、ドナーの支

17 議事録、pp. 100-101
18  ＵＳＡＩＤは予算が多かった1980年に力を入れていた、ＵＮＤＰは農村道路と一致するといった背景で。（議事録、p. 86）
19 議事録、p. 89
20 議事録、p. 126
21 ＵＮＩＣＥＦとは、Safe Motherhood プログラム、ＵＮＦＰＡとは、日本のＮＧＯ及び保健省とともに家族計画プログラム、

ＷＨＯとはＥＰＩ（議事録、pp. 107, 121, 122）
22 議事録、p. 118
23 議事録、p. 126
24 質問票の書面回答
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援後の財政は収支ゼロであり、政府支出も改善の必要がある。貿易赤字も多く、日本、ロシア、

オランダ、スウェーデン等に債務がある。財政の３分の１は債務であり、そのため、多国籍債務

救済（ＭＤＦ）や重債務貧困国（ＨＩＰＣ）債務救済が行われている25。

　タンザニアには、高等教育を受けた人口が少なく、結果として人材不足により多くの活動を同

時に実施する能力が欠けている26。ＵＳＡＩＤの場合、保健省への支援もあるが、政府内の保健

省の実施能力が最も低いため、ＮＧＯを通じての支援の方が重要視されている。ただし、政府に

よる能力強化の努力はみられる。例えば、Performance measurementに即して予算を管理する方法

を、今年大蔵省が各省庁と協力して、公務員改革の一貫として始めたが、保健省が既にその導入

をしている。保健省では、それぞれの部署の優先活動目的に関して、政府財政・プール財政・そ

の他の財政といった分類で予算をつけ、目的達成度と比較できるようなシステム作りをめざして

いる27。また、統計局は、実施機関（Executive agency）としての組織認定の後、訓練不可能な人

員を削り（240 人から 130 人へ）、財政・会計・行政関連に関するプロの人材を補充しようとして

いる。

　今年11月発行予定のTanzania Reproductive and Child Health Survey 1999の中間報告によると、

乳幼児死亡率の増加の可能性がある28。ＵＳＡＩＤは、その原因をＨＩＶ／ＡＩＤＳの結果であ

ると推測するが、ＵＮＩＣＥＦでは、その他、保健サービスの低下や実質的な生活の悪化等も原

因としてあげている 29。

　今後の統計局によるタンザニア状況に関する調査の予定は、上記の他、2001年４月までに労働

力調査、2001 年 11月までに家計調査、2002 年までに国勢調査を終了する予定である。また、タ

ンザニア政府にデータベースに関する支援をＵＮＤＰやＵＮＩＣＥＦが行っていたが、TAN Info

と改名し、ＰＲＳＰのモニタリングにも使用されることになった。

１－２－２　援助環境

　援助環境は近年、1995 年のへライナー報告書30 や、2000 年のタンザニア援助戦略（ＴＡＳ）

25 ＵＮＤＰ、世界銀行、タンザニア大蔵省（議事録、pp. 84, 88, 93）。ただし、オランダによると、ＭＤＦ支援の成果として、債務

は減少している（議事録、p. 88）。
26 ＵＮＤＰ（議事録、p. 84）。オランダ大使館は保健省、教育省の能力不足について（同、p. 104）、大蔵省は、専門家の技術移転が

機能してないことについて議論（同、p. 94）。高等教育を受けた人口については、The United Republic of Tanzania (URT), Ministry

of Education and Culture, Basic Statistic in Education, 1995-1999 National Data, Dar es Salaam, June 2000、裏表紙参照。
27 議事録、pp. 100, 102, 106
28 National Bureau of Statistics and Demographic and Health Survey Macro International Inc., Tanzania Reproductive and Child Health Survey

1999, Preliminary Report, p.13
29 議事録、p. 107
30 Helleiner, Gerald K. et al, Report of the Group of Independent Advisers on Development Cooperation issues between Tanzania and its Aid

Donors, June 1995
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　分野で見ると、ＰＲＳＰに記載されている内容は、教育、保健医療、農業、インフラ（地方道

路）、良い統治と焦点を絞っており、優先順位もつけられている。そのなかでも、政府は、教育

及び保健医療に重点をおいているとみるドナーもある。ＴＡＳは、より包括的であり、農業・食

糧、インフラ（道路）、教育、保健医療、地方給水、環境・天然資源管理、雇用、民間セクター、

土地、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、人的・制度的能力、ジェンダーとコミュニティー開発、緊急救済管理、

データ・情報・通信を含んでいる。これらの分野のなかで、農業について十分に取り扱っている

が、環境とジェンダーについては盲点があると評価しているものもいる（ＦＡＯ）36。

　ＰＲＳＰの特徴として、モニタリングが重視されていることがあげられる。モニタリングの種

類としては、①政府支出の変化のモニタリング、②教育・保健医療などの定期的なモニタリン

グ、③②を補充する形での小規模貧困アセスメント、の３つがある。③については、世銀の推し

進める‘QUICK’方式（世界的に統一された調査）か、ＵＮＤＰや他ドナーが提案する代替案か、

といった議論がある 37。

　ＨＩＰＣ債務救済の仕組みとしては、毎年度支払い義務のある債務をタンザニア政府が支払わ

ず、税金を他の用途に使用できるということである。タンザニア財政サイクルは７月に始まる

が、今年度の財政では、ＰＲＳＰの結果、各重点分野で２％の増加がみられる。例えば、保健省

では財政の上限が上がり、1990 年には７％だった予算が、去年 12％となり、今年は 14％となっ

た。道路に関しては、建設省によると、今のところまだ配分の変化はみられないようである38。

１－２－３　ドナー支援の方向性

　ドナー支援の方向性は、過去の支援の失敗及び援助受入政府能力の有限性を背景に、へライ

ナー報告書やＴＡＳをきっかけとして、大きな変化がみられる。具体的な援助形式の方向性と

は、政府が財政的に把握しにくいプロジェクト方式や技術協力から、政府財政への直接的支援や

バスケット・ファンドへの移行があげられる。また、支援内容としては、政府の優先課題である

セクター・ワイド・アプローチ（ＳＷＡｐ）による支援への注目がみられる。これらの動きは、

それぞれのドナーがばらばらに支援していくのではなく、共通の目的のために、共通の手続きに

よって協調して支援していくことによって、限られた財源及び政府人材を最大限に活用しようと

する合理化の試みである。他方、そういった政府への支援が人々に実際到達するために、ドナー

地方分権への興味も大きくなっている39。

36 議事録、pp. 88, 93, 112, 126
37 議事録、pp. 85, 117
38 議事録、pp. 89, 101, 102
39 議事録、pp. 99, 110, 114, 124



－ 11 －

　ただし、日本の立場に対する配慮もあり、援助方式に関して例えばＵＮＤＰは、「援助の方式

には、いろいろな方法があり、１つではない。長期的には財政支援が望ましいが、タンザニア政

府の能力を考慮に入れると、遠い将来の視点である。タンザニア政府の能力が向上するまでの移

行期間は、様々な援助の方式が考えられる。ＵＮＤＰは基金ではなくカタリスト組織なので、財

政支援やバスケット・ファンドに完全に移行することはない。現在ＵＮＤＰは、実験的にバス

ケット・ファンドの可能性を探っており、保健医療と良い統治のバスケット・ファンドの調査を

行っている。」40 と述べている。

　以下の箇所で、インタビューから得た「プロジェクト及びプログラム」、「バスケット・ファン

ド、財政支援」、「技術協力、予算の予測性、タイド」及び「草の根・ＮＧＯ県支援」に関する議

論をまとめる。

１－２－４　プロジェクト・プログラム

　プロジェクト方式からプログラム方式への移行は、ほとんどの機関が当然のように唱えてお

り、実際に 1990 年代に移行している。ただし、移行方法は急激なものではなく、むしろ、新プ

ロジェクトの回避、及び旧プロジェクトの終了を待つ、といった方法が多いと考えられる41。た

だし、プロジェクトと比較すると、プログラムは目に見える効果が捉えにくく、ドナーの躊躇も

ある 42。

　議論のなかで、「プロジェクト」及び「プログラム」の定義がインタビュー相手によりそれぞ

れ多少のズレが感じられた。しかし、議論の本質は、「プロジェクト」及び「プログラム」に関

する議論が単に包括的かどうかといった概念的なもののみならず、誰の「プログラム」及び「プ

ロジェクト」であるかといったことが重要であると考えられ、以下の図を議論促進のために使用

した。

表１－２　プロジェクトとプログラム

ドナー／政府 政策 プログラム プロジェクト

援助方針

プログラム ③

プロジェクト ② ①

40 議事録、p. 84
41 議事録、pp. 109, 114 ; ＵＮＤＰ。Road Integrated Programは、急激なプロジェクトからプログラムの移行によって失敗したという

説もある（議事録、p.95）。
42 議事録、p. 124
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　上記の図では、政府の政策及びプログラムへ支援をすべきである、といった主張が、プログラ

ム支援への移行を主張する意図である。現状としては、政府には政策があるが、明確なプログラ

ムがなく、ドナーが政府にプログラムを押し付けている、といった図が描ける。逆に言い換える

と、政府が、ドナーの納得のいく機能する政策・プログラムを作り出すよう、ドナーが影響しよ

うとしている、ということができる。影響していく方法は、ドナーによって様々であるが、のち

に議論する財政支援、技術協力、県への支援もその例である43。

　プロジェクトからプログラムへと移行すべきであるという議論には、２つの理由があげられ

る。第１の理由としては、限られた援助を、優先すべき分野・課題に投入すべきである、といっ

た議論である。第２に、政府が財政を十分に把握できるためである。現在、援助の30％のみ財政

を通っており、政府が財政を把握するためには十分ではない44。どちらの理由も、ドナーが政府

のプログラムを支援することを進めているが、第１の理由を満たすためには、政府の優先課題を

支援するかどうかといったことが問題であるが、援助形式は問題としない。第２の理由は、援助

形式をも問題としている。パターンとしては、①政府の優先課題以外に、政府の財政を通らない

で支援する、②政府の優先課題に、政府の財政を通らないで支援する、③政府の優先課題に、政

府の財政を通って支援する、といった以上３つがあげられる。

　政府の優先課題以外で政府の財政を通らないで支援すること（①）は、よほどの理由がない限

り、さけるべきである。これは、優先されていない政府のプロジェクトを支援することによっ

て、無駄な労力及び財源を使うとして、評価が低い。ただし、成功例やモデル・プロジェクトは、

その経験をプログラムへ生かすことが考えられる。異なるドナーが同様のプロジェクトを行って

いる場合、合理化して、共同で行うべきである 45。

　セクター・ワイド・アプローチ（ＳＷＡｐ）は、保健医療、教育、地方政府、及び道路につい

て議論されている。これは、援助形式にかかわらず、それぞれのセクターにおける政府の優先的

なプログラムを、ドナーの協調した支援の下で作成していく、といった意味では、プロジェクト

も影響している。ＳＷＡｐは、政府の優先課題に、政府の財政を通らない（②）パターン、及び

通る（③）パターンを、共に包括した方式であるということができる。政府の財政を通るという

ことを重要視した立場（③）は、以下のバスケット・ファンド、更には財政支援を主張する。

１－２－５　バスケット・ファンド、財政支援

　バスケット・ファンドは、同じ目的のためのドナーの支援を、共通の手続きによって合理化す

43 議事録、pp.86, 114
44 世界銀行（議事録、p.88）
45 議事録、pp.86, 114, 123
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る試みである。ただし、定義はあいまいで、何をもって「バスケット・ファンド」と呼ばれるか

は不明な点もある46。国レベルのバスケット・ファンドは、ＳＷＡｐに関連して設定してあり、

現在保健分野と地方政府について進展しているが、教育については、実施状況が遅い。このほか

のバスケットとしては、選挙や県レベルでの教育支援があげられる。

　保健分野でバスケットに参加しているのは、ＳＷＡｐ参加国の約半数で、バスケット･ファン

ド参加国はイギリス、ノールウェー、オランダ、デンマーク、スイス、アイルランド６か国で、

ドイツ及び世界銀行は意思を表明したが未拠出である。そのなかでイギリス、ノールウェーは、

保健への支援すべてをバスケットへ投入している。デンマークは、保健分野への支援の20％をバ

スケットへ、80％を県支援へ配分している。保健省は、これまで二国間で合意をしなければいけ

なかったのが、ドナー同士で合意してもらえ、手間が省けると、満足している。ただ、すべての

参加ドナーを満足させなければならないため、実際の手続きは増えた。日本に対しては、バス

ケット参加を促しているが、それ以外の支援も歓迎している。ただし、新しいプロジェクトは、

ＳＷＡｐ内であり、保健省が容認する必要がある47。

　保健分野が主要分野であるＵＳＡＩＤは、アメリカの法律が許さないのみならず、タンザニア

政府財政が不透明であるため、バスケット・ファンドへの参加も財政支援も行っていない。

ＵＳＡＩＤは、ＳＷＡｐにおいて、バスケット・ファンドがＳＷＡｐの実験的な一方法に過ぎな

いにもかかわらず、同一視されているところに問題があるとみている。バスケット・ファンドへ

の拠出を巡る対応は政治的な争いになってきており、バスケット･ファンドが踏絵のような役割

を担っている。ドナー協調を促すべき道具が、かえって他のドナーに対する批判材料となってき

ているようである。保健バスケット委員会も、バスケット参加者のみを対象とするなど、排他的

な要素がある48。バスケット・ファンドを前向きに検討しているカナダも、バスケット非参加国

を排除するようなドナー協調には賛同しかねている 49。

　教育分野では、共通のプログラムには合意したが、バスケット・ファンドをはじめとする財政

面では合意に達していない。バスケット方式が進展しない背景として、教育省の能力不足があげ

られている（ＥＵ）。ＥＵは、プログラムに合意することが先決で、バスケットで協力するかど

うかは、二次的なことである、と述べている。県レベルの基礎教育支援では、オランダ、デンマー

ク、フィンランドが共通の手続き（会計、報告、モニタリング）を実行している50。

　良い統治分野でのバスケットは、地方政府改革、及び、今年の選挙のための臨時的なバスケッ

46 ＵＳＡＩＤ、統計局
47 議事録、pp. 100-101, 109, 110, 116
48 資料７：ドナー協調（案）参照。その他、ドナー協調を促す分野別の場についても記載している。
49 議事録、pp. 83, 91, 119
50 議事録、pp. 95, 99, 124
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トがあるが、今回の調査の焦点とは異なり、断片的な情報のみの収集であった。地方政府では、

ノールウェーがこの分野への支援をすべてバスケットへ投入しており、フィンランドもバスケッ

トに参加している。選挙のバスケットに関しては、デンマークが主要ドナーであり、ＵＮＤＰや

ＵＮがそのバスケット管理のサービスを提供している。選挙に関しては、タンザニア政府が60％

拠出している。ＳＷＡｐ及びバスケットに関する調査が現在行われており、９月末までには終了

する予定であるため、詳しい現状については、そちらを参照したい。この調査との照らし合わせ

が必要となってくるが、インタビューから得られた情報から、それぞれの分野でのバスケット・

ファンド参加国については、表１－６にまとめている51。

　イギリスは、バスケット・ファンドが、ドナー側の時間を費やしすぎていると感じており、バ

スケット・ファンドをやめ、財政支援の方向に進む計画を立てている。イギリスは、対タンザニ

ア支援をレビュー中であるが、今年12月までにConcept Notesを作成し、2001年３月に本部の承

認を得、７月にバスケット・ファンドから財政支援へと移行する予定である。

　現在イギリスの支援は、4,000 万£が財政支援、2,500 万£が技術協力（政府財政を通っている

ものと、いないものがある）といった配分であり、財政支援への重点が約60％である。財政支援

のうち、用途を固定したものもあり、それは、ＰＲＳＰに向けられている。他の部分は、領収書

を取るわけではないので、用途は不明である。極端な例として、軍事に使われていても､分から

ない。このようなリスクを犯しても、財政支援へと移行するメリットとしては、現地イギリス国

際開発省（ＤｆＩＤ）での行政的な仕事を減少させ、重点政策分野に特化することによって能力

及び影響力を拡大化できることにある52。

　ＥＵは、7,120万ユーロを財政支援、150万ユーロを技術協力として配分している。ＥＵは、過

去に 4,800 万ユーロの国内債務救済スキーム（ＤＤＲＳ: Domestic Debt Retirement Scheme）を通

じて財政支援を行ったことがあるが、財政管理に満足ができなかったために、外から監査を導入

した。（監査コストは、総財政支援の約２％。）監査は、タンザニア大蔵省に報告するが、

ＥＵも情報を得る。監査を通して不正が発覚し、裁判になった例もあった。また、大蔵省は、制

度を強化するために、財政管理局を増強し、より能力のある人材も雇用した。このように、財政

支援を通じて、内部情報を得るなど政策影響に有利になったのみならず、政府の制度改善にも貢

献した。

　このほか、オランダ、デンマーク、スイス、ノールウェー、アイルランドなど８か国が、多国

籍債務救済基金（ＭＤＦ: Multi-lateral Debt Fund）に参加している。ＭＤＦへの支援は、マクロ

経済の安定や、社会セクターレベルの維持・向上のために行っているが、ＭＤＦから

51 議事録、pp. 110, 116, 124
52 議事録、p. 109
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ＰＲＳＰ／ＨＩＰＣへの移行もみられる（オランダ）。オランダは、支援の３分の２を政府の財

政を通しており、ほかの３分の１が技術協力である 53。

　ノールウェーの支援は、100％が財政を通っているが、大蔵省（ＭＤＦとして 6,500万ドル、ほ

かに 35万－ 36万ドル）及び他省庁の財政を支援している。財政支援のメリットとして、政策影

響の機会が増えていることがあげられる。年４回ある進捗報告で、経済・税収集・政策施行及び

優先課題が議論される。こういった情報を、同大使館の保健医療・教育の担当者が照らし合わ

せ、事実確認できる。さらに、全体的な財政支出を把握し、公共支出レビュー（ＰＥＲ）におい

て優先順位が明らかになっているかどうかなど確認できる、といった情報確認等があげられた54。

　同じ北欧でも、フィンランドなどは財政支援に関しては用心深く、政府能力及びアカウンタビ

リティーに不安をもっている55。

　政府の財政管理については、近年改善されていると見られている。特に、Platinum Accounting

Package という会計システムの導入により、透明性がある程度確保されたらしい。財政を通した

支援は、このシステムを通じて大蔵省及びそれぞれの省庁が把握している。財政を通らないプロ

ジェクト方式の支援は、各ドナーからその金額の情報を得、それぞれの省庁が把握する試みがな

されている 56。

１－２－６　技術協力、タイド

　前節に述べたとおりタンザニア政府の技術協力、特に外国人専門家に対する批判は大きい。大

蔵省は、長年専門家などを通じて技術協力を行っているにもかかわらず、技術が移転されていな

いのは、専門家が技術を移転する気がないからであり、外国人専門家は、契約を更新したいがた

めに、特に技術移転を行いたくない、とのことであった。このように、専門家制度は、効果がみ

られないのみならず、コストが非常に高く、また政府財政を通らないことが多いために不透明な

点が多いとも主張していた。このように、政府によって魅力的でない外国人専門家も、政府が独

自にタンザニア人の人材を雇う予算がないがために、受け入れている場合もあるとのことであ

る 57。

　こういった政府の不満をヘライナー報告書が取り上げ、一部のドナーは技術協力の見直しを

行っている。例えば、ノールウェーは、今年６月をもって、ノールウェー人専門家及びボランティ

アはいなくなった。現在も技術協力は行っているが、ノールウェー人を通してではない。オラン

53 議事録、pp. 104, 111, 116
54 議事録、p. 110. Earmarkの有無、ＮＧＯへの支援もあるがこれが政府財政を通っているかどうかについては、未確認である。
55 議事録、p. 124
56 保健省、建設省（議事録、pp.92, 102）
57 議事録、p. 94
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ダも、技術協力を減少させており、現在は、専門家は総支援の約 10％（技術協力は総支援の３分

の１）である。1980年代には、約200人いた専門家等は、1990年代になってザンジバルに20人、

本土に専門家が 70 人、医者が 50 人、ボランティアが 40 人いたが、現在専門家が 16 ～ 17 人と

なっている。

　しかし、ノールウェーのように、全く専門家・ボランティアの配置をなくしたドナーは例外的

で、上記のオランダなども、県支援など戦略的な箇所には、オランダ人専門家を張り付けてい

る。イギリスも40％は技術協力であり、戦略的に配置していると考えられる。戦略的に専門家を

張り付けることによって、例えばインタビューのなかでも、保健分野での日本人専門家に関し

て、保健省、ＵＮＩＣＥＦ、ＵＳＡＩＤなどは、ＪＩＣＡとの協力がスムーズになったと述べて

いる。逆に、ＵＳＡＩＤの視点からは、戦略的な配置であるとすれば１人では足りないのでは、

といった指摘もあり、ＵＮＩＣＥＦも、より頻繁に情報交換したいようなニュアンスの発言も

あった。また、建設省でも、何代にもわたる専門家の配置が、協力関係に良い影響をもたらして

いる、と述べている 58。

　協力のタイド性についても、ドナーの変化がある。ノールウェーは、上記のとおり、ノール

ウェー人を限定した技術協力は行っておらず、タイド性はなくなっている。フィンランドの技術

協力も、最近は国際競争入札で行っている。オランダも、例えば、ＮＧＯへの支援を行っている

が、オランダのＮＧＯとは限らず、商業ベースで協力を行っている。そのため、税金を支払う義

務もあり、このことによって腐敗も防ぐ効果があるという。これは、アメリカ、カナダ、日本、

デンマークの方針とは異なっている 59。

１－２－７　コミュニティー・ＮＧＯ・県支援

　ＮＧＯなどのコミュニティーへの支援は、政府財政を通じないことが多いが、ほとんどのド

ナー・国際機関は、良い印象をもっている。これはおそらく、長期的には、政府への支援がコミュ

ニティーに届くよう、地方分権などに力を入れているが、短期的には、コミュニティーに届くよ

うな支援が必要であるという認識があるからであろう。ただし、これも、長期的開発を促進する

政策内で行うべきである、といった示唆もある。また、コミュニティーの能力、あるいは行政的

コストが高くつくといった心配もある60。

　ＵＳＡＩＤは、中心的支援であるＨＩＶ／ＡＩＤＳ対策を、ＮＧＯを通じて行っている。地元

のＮＧＯを使っているが、それらを総監督するアメリカの民間企業を利用している。これらの企

58 議事録、pp. 100, 102, 107, 118
59 議事録、pp. 105, 110, 125
60 ＵＮＤＰ、 ＵＮＦＰＡ、 ＷＨＯ、 フィンランド、ＵＳＡＩＤ（議事録、pp. 118, 121, 123, 125）
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業は、総監督及び能力開発のノウハウがあり、コストは高くなるが、そのため、アカウンタビリ

ティーがある61。

　フィンランドは、1999 年推定値では、4,493 万 3,469FIM 政府への支援を行っているが、1,343

万 1,400FIM（全体の約 22％）直接ＮＧＯへの支援を行っている。これらＮＧＯ支援のうち、

25％がタンザニアのＮＧＯ、75％がフィンランドのＮＧＯを通じての支援であった 62。ノール

ウェーも 50 万ドル、ＮＧＯへの支援を行っている63。

　県レベルへの支援は、ＮＧＯ支援よりも政府を通じる確率が高いが、県政府を通じるか通じな

いかは、ドナーによって様々である。また、世界銀行は、県支援をも「ドナーが具体的な成果を

みたいがために保持している」とみているが、ほとんどのドナーは、県支援で成果や経験がある

場合、手放さない場合が多いようである。また、県「プログラム」と呼ばれているだけあり、総

合的なマルチ・セクターの県プログラムは、いわゆる「プロジェクト」の範疇に入らない場合が

多い。

　フィンランドは、リンディ州及びムトワラ州において 25 年の協力の歴史があるが、現在は、

参加型手法を用いた総合的なプログラムを行っている。1999年の推定値では、政府を通しての援

助の約 25％がこの県プログラムに当てられており、将来的にも減少の傾向はない64。

　オランダも、予算の25％を、カゲラ州、シニヤンガ州の県プログラムへ充当している。ここで

も参加型手法を用いた、村のアセスメントを通して、県の統合的な計画が立てられる。それぞれ

の県に、オランダ人の専門家がついており、県のキャパシティ・ビルディングを担当している。

県への支援は、県の財政を通じる場合もあるし、素通りすることもある65。

　ＵＳＡＩＤは県政府に基礎保健の支援をしているが、前述のようにＮＧＯ支援の方が主であ

る。コースト州、ドドマ州、イリンガ州、タボラ州、シニヤンガ州５州中 30 県において、地元

ＮＧＯに支援を行っている。県政府を通じた支援を行っていないが、支援する現地ＮＧＯの選択

には、県政府には主導権がある66。

１－２－８　まとめ

　この節のまとめとして、図表を用い、各援助機関の援助形式、及び戦略について整理した。表

１－３「援助形式」は、それぞれの援助機関について、財政支援（Earmark 有無）、バスケット・

61 議事録、p. 118
62 議事録、p. 125
63 議事録、p. 110
64 議事録、p. 125
65 議事録、p. 104
66 議事録、p. 118
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ファンド、技術協力、県プログラム、プロジェクト、ＮＧＯ支援の有無について、情報のある限

り整理した。この情報を基に、表１－２「プロジェクト・プログラム」を発展させ、図１－２「援

助戦略」をまとめた。

　表１－３の情報は、本節前箇所で説明したとおりであるが、図１－２について、ここで説明を

付け加える。まず、タンザニア政府には政策が存在し、政策を基にドナーの影響の下で政府プロ

グラムが作成されている。財政支援への参加は、政府プログラムへの影響のみならず、政府の政

策をも影響できる戦略でもある。前述のＥＵ、ＤｆＩＤ、ノールウェーの経験は、この戦略の例

である。

　政府プログラムの代表的な例として、ＳＷＡｐがここであげられている。ＳＷＡｐは、ドナー

のプログラムとしての支援のみならず、プロジェクト支援も影響する。バスケット・ファンド

は、ＳＷＡｐの一部分である。財政支援やバスケット・ファンドを通じての影響方法が最も注目

されているが、このような政府のプログラムを影響する方法は以下のとおり様々である。

　技術協力を用い、ＥＵはタンザニアの財政管理、ＤｆＩＤは政策及び政府プログラムに影響を

及ぼしていると考えられる。デンマーク、オランダ、フィンランドは、県レベルでセクター・プ

ログラムを支援することによって、その経験を国レベルの政府セクター・プログラムを生かすつ

もりであろう。フィンランド、オランダ、ＵＮＩＣＥＦなどは、それぞれ県総合プログラムを保

持しており、この経験もまた政策・プログラム・レベルでの活用が期待されている。オランダや

フィンランドは、それぞれの県総合プログラムに、専門家を配置している。ＵＮＩＣＥＦや日本

は、教育分野でスクール・マッピングを支援しているが、ＰＲＳＰにも指定している政府の優先

的活動であるため、その経験は政策・プログラムに活用できると考えられる。ＵＳＡＩＤは、特

異な援助方法を行っており､アメリカ政府の方針として、ＨＩＶ／ＡＩＤＳに最も有効であると

考えられるＮＧＯを通しての支援を行っている。国及び県政府に保健分野の支援を行っている

が、ＮＧＯ支援とは、ゆるやかな繋がりである。フィンランドもＮＧＯへの支援を行っている

が、その目的はＵＳＡＩＤのように積極的な支援方法ではなく、草の根に届くよう、援助形式の

多様化のために行っているように思われる。
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　なお、政府プロジェクトへのプロジェクト支援及び技術協力は、ここでは、プロジェクト「ｘ」

と表しているが、前述のとおり、政策はおろか、プログラムに影響を及ぼす可能性は低い。これ

らのプロジェクト「ｘ」を集合して、ドナーとしてのプログラム「Ｙ」を形成した場合も、実質

的な変化はない。ドナーとしてのプログラムを形成する場合、いかに政府のプログラム内に形成

するかが課題となろう67。

　また、政府への影響力行使は、戦略の選択のみならず、人の選択、現地事務所への権限委譲な

どを含む援助のプロセスにもかかわっている68。次の節では、ドナー・国際機関の援助動向につ

いて述べる。

１－３　他ドナー・国際機関の援助動向

１－３－１　ドナー・国際機関別援助動向

　1991 年以降の対タンザニア援助は、1997 年まで全体的に減少傾向にあるが、1998 年には多少

復活している。表１－４「対タンザニア援助実績（1991～ 1998年）」で実質支出の総額を比較す

ると、日本（７億 5,078 万ドル）、デンマーク（６億 2,246 万ドル）、スウェーデン（５億 9,584 万

ドル）、ドイツ（５億 6,644 万ドル）、イギリス（５億 3,770 万ドル）、オランダ（５億 1,326 万ド

ル）、ＥＣ（４億 8,789 万ドル）、ノールウェー（４億 8,547 万ドル）、イタリア（３億 1,831 万ド

ル）、アメリカ（２億8,138万ドル）が上位10ドナーである。全体の10％以上を占めるドナーは、

日本とデンマークのみであるが、北欧（デンマーク、スウェーデン、ノールウェー、フィンラン

ド）を合計すると約 28％を占める。

　各年のドナー別推移を比較すると、1991年には、スウェーデン次いでアメリカ、1992年には、

ＥＣ次いでイギリス、1993 年には、イタリア、1994 年から 1996 年には日本が１億ドル以上の援

助を行っている。1997年の最高額は低く、フランスの5,939万ドルである。1998年には、イギリ

スが１億 4,220 万ドル、次いでドイツと日本が１億ドル以上援助している。

　同じく 1991 年から 1998 年までの総援助実績をセクター別に比較を行うと、運輸（17％）が最

も多く、次いで経済管理（16％）、開発行政（12％）、農業・林業・漁業（11％）が 10％以上であ

る。その他、エネルギー（８％）、人的資源開発（６％）、保健医療（６％）、人道的援助（６％）、

地域開発（５％）、工業（５％）、社会開発（３％）、天然資源（３％）、通信（２％）などとある。

67 国連機関の場合、それぞれの国連機関のプログラムではなく、「政府の」プログラム形成を支援するといった形をとっている。そ

れぞれの国連機関が「政府」プログラムを形成するため、重複した分野での混在があったため、合理化を試みているのが

ＵＮＤＡＦである。ＳＷＡｐは、それぞれのセクターの「政府」プログラムを作成することにより、ドナーを含んだより広い範

囲でのプログラムの合理化であるといえ、ＵＮＦＰＡ等は、ＳＷＡｐ内にその活動を内包させる予定である。
68 ＵＮＩＣＥＦ（議事録、p. 114）
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（表１－５「セクター別対タンザニア援助実績（1991 － 1998）」参照。）69

　この期間、援助額の最も多いセクターに、入れ替わりがみられる。1991 年には、農業・漁業・

林業、及び工業が最大セクターであった。1992 年には、突出して経済管理が最大セクターであ

り、運輸、農業・漁業・林業がそれに次ぐ。その後 1993 年から 1996 年の間、運輸が最大援助セ

クターとなる70。1997 ～ 1998 年には、経済管理及び開発行政が最大セクターとなる。

　それぞれのセクターの援助実績の推移をみてみても、運輸、農業・林業・漁業、工業、地域開

発は減少している。運輸分野への支援は、上記のとおり 1992年から 1994年をピークとし、その

後減少しており、1998 年には、1992 年の約半額である。農業・林業・漁業や地域開発は、1991

年以降減少傾向にある。工業分野での援助は、1991 年から 1994 年まで急激に減少しており、そ

の後の支援は非常に少ない。

　増加傾向にある分野は、経済管理、開発行政、人的資源開発、保健医療である。経済管理への

援助は、1992年と 1997年を頂点に山を描いており、1995年は急激な谷となっている。開発行政

は、1992 年に減少しているが、その後増加し、1997 年及び 1998 年には、1991 年の倍額近い援助

が行われている。人的資源開発や保健医療は、低い水準ではあるが増加傾向にある。人道的援助

は、1994 ～ 1996 年前後が最も多く、周辺国の難民受入れと対応していると考えられる。

（1）分野別

　では、日本の重点分野であり、ＰＲＳＰの重点分野でもある①農業、②教育、③保健医療、

④インフラにおけるドナーの動向を見てみよう。（表１－６）

①農業

　農業分野を重点分野とするドナーは、デンマーク、日本、ドイツ、ＥＵ、スイス、

アイルランドがあげられ、国際機関としては、世界銀行、世界食糧農業機関（ＦＡＯ）、

世界食糧計画（ＷＦＰ）があげられる。上記のとおり、1990年代において、農業分野

への援助は減少している。その理由として、農業省の人材・動機不足があげられる。

また、世界銀行と他の大きなドナーが合意していない点もあり、ＳＷＡｐに関しても、

大きな進展はまだみられない。日本が、これまでの農業分野協力の経験を生かし、主

導権をとろうとしている分野でもある。ドナー協調の場としては、Informal Groupが

あり、デンマーク、世界銀行、ドイツ経済協力開発省（ＧＴＺ）、ＥＵ、ＷＦＰが参加

69 これらを日本の重点分野と比較を行うと、①農業・零細企業＋②森林保全として農業・林業・漁業＋工業＝16％。②基礎教育支

援として人的資源開発6％。③人口・エイズ・保健として保健医療６％。④インフラとして、運輸＋通信＝19％。①④の分野は

減少傾向にあり、②③の分野は増加傾向にある。
70 これは、日本が最大ドナーであった時期とほぼ一致する。
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している。政府・ドナー間協調の場としては農業省主導の食糧及び農業セクターワー

キンググループ（ＦＡＳＷＯＧ）があり、上記の国・機関以外には、首相府、アメリ

カ、オランダ、イギリスも参加している71。

②教育

　教育の分野を重点分野とするドナーは、カナダ、フィンランド、イギリス、オラン

ダ、ノールウェー、アメリカ、日本、ＥＵであり、国際機関では、ＵＮＩＣＥＦ、

ＵＮＥＳＣＯなどである。ＰＲＳＰの重点分野としても力が入れられており、特にス

クール・マッピングは、注目を浴びている。ＳＷＡｐは、内容的な進展はあるが、共

通の手続きといった教育省の行政能力に関係してくる部分については、合意がない。

県での教育分野支援では、デンマーク、オランダ、フィンランドがバスケット・ファ

ンドを利用している。ドナー・政府間協調の場として教育省主導のセクター開発グ

ループがあり、上記の教育を重点分野とする国以外に、アイルランド、ＧＴＺ、デン

マーク、スウェーデン、ＵＮＦＰＡが参加している。

③保健医療

　保健医療セクターを重点分野とする国・国際機関は、アメリカ（支援の半分）、日

本、デンマーク、ドイツ、イギリス、オランダ、ノールウェー、スイス、アイルラン

ド、ＷＨＯ、ＵＮＦＰＡ、ＵＮＩＣＥＦであり、政策対話に参加している国は、カナ

ダ、ベルギー、フランス、イタリア、スペイン、国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）

である。保健分野の政策対話は他分野と比較して進んでおり、ＳＷＡｐによるプログ

ラムが形を成しているのみならず、プログラム資金としてのバスケット・ファンドも

進行している。保健バスケット参加国は、オランダ、イギリス、デンマーク、ノール

ウェー、スイス、アイルランドであり、ドイツ、世界銀行は意思を表明しているが未

拠出である。

　保健分野における援助協調の場として、ドナー間では、二国間・多国間開発パート

ナー協議委員会（ＤＡＣ）があり、上記ドナーのほか、アジア開発銀行（ＡＤＢ）、

ＵＮＤＰも参加している。政府・ドナー間では保健省主導の保健ＳＷＡｐ委員会があ

り、ＮＧＯも参加している。また、バスケット委員会もあり、これは、拠出国のみの

参加である。

71 ドナー協調の場としては、資料７参照
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④インフラ

　インフラに関しては、日本、デンマーク、ＥＵ、ノールウェー、世銀が重点分野と

している。道路に関しては、ドナー間のすみわけが行われており、それぞれの国が自

国協力道路に旗を立てている。ドナー協調の場としては、道路に関してＤＡＣ道路協

調グループがあり、上記ドナーのほか、ドイツ、オランダ、イタリアも参加してい

る。道路セクターは、他優先分野と比較し、まだ情報交換の段階である。電力に関し

ては､ＤＡＣ電力協調グループがあり、上記ドナー及びベルギーが参加している。給水

を重点分野とするドナーは、インタビューした国のなかでは、オランダとＥＵがあげ

られる。

⑤その他

　林業を重点分野とする国は、ドイツ、フィンランド、日本であり、ベルギーも

Advisory Group に参加している。環境に興味のある国・国際機関は、ノールウェー、

アメリカ、ドイツ、デンマーク、スウェーデン、イギリス、オランダ、フィンランド、

ＵＮＤＰ、国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）、ＦＡＯであり、Informal Donors

Group において情報交換が行われている。良い統治に重点をおいているのは、デン

マークであり、ほとんどの他の諸国もドナー協調の場である DAC Governance Group

や、政府・ドナー間の協調の場である Local Government Reform Program Consultative

Forum を利用して、協調の場に参加している。

（2）ドナー・国際機関別

　次に、それぞれのドナー・国際機関の重点分野、援助傾向を述べる。各ドナーの冒頭の括

弧内の金額は、1991 ～ 1998 年の対タンザニア総援助額（実質支出）総計の順位である。括

弧内の金額、及び「援助金額の傾向」は、1991～ 1998年の援助総額（実質支出）に基づく。

「タンザニアの重要性」は、順位の場合、1996 ～ 1997 年の間、そのドナー国が世界各国に

行った援助のうち、タンザニアへの援助が何位に位置しているかを述べている72。

①日本（７億 5,078 万ドル）

援助金額の傾向：増加傾向。1995年が山で、1997年が谷であるが、その後増加（表１

－６）

72 表１－４及び資料８（ＯＥＣＤデータ）による。
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タンザニアの重要性：世界第15位に入らず。ただし、域内１～２位であり、重点国で

もある。

重点分野：農業、教育、保健医療、インフラ

②デンマーク（６億 2,246 万ドル）

援助金額の傾向：1995 年まで多少減少しているが、その後高い水準で増減（表１－

６）73

タンザニアの重要性：世界第１位

援助形態：技術協力は減少傾向にある74

重点分野：保健医療、農業、インフラ（道路）、統治（法改革）

　1995年以降、世界的に65か国から20か国へ援助相手国を減らした。タンザニアで

は、10近い分野での協力を、上記４分野に減らした75。減らすのは難しかったが、デ

ンマークの財政を考慮に入れ、タンザニア政府、民間企業、県などと協議を行い、最

終的にはデンマークが決定した。保健医療分野では、10 ～ 15 年の経験があり、蓄積

されたノウハウがある（保健分野のうち 20％はバスケット・ファンドへ、80％は県

へ）。インフラは、コースト県で地方道路を世銀のプロジェクトを通して支援してい

る。地方道路は、地元コントラクターをつかった労働集約型施工、幹線道には、オラ

ンダの建設企業を使っている。選挙バスケット・ファンドでは、主要ドナーであ

る 76。

③スウェーデン（５億 9,584 万ドル）

援助金額の傾向：1991～1994年にかけて急激に減少し、その後、低い水準を維持（表

１－６）

タンザニアの重要性：世界第 3 位

重点分野：民主化の継続、経済自由化、組織制度づくり、農村開発

　投資支援プロジェクト支援が多く、特に経済運営部門へ集中し、タンザニア政府に

73 北欧で唯一、援助額を減らしていない。
74 ＯＥＣＤ、 ＤＡＣ資料による（資料８参照）。
75 1990年代以降、民主化支援、環境保全、ジェンダー、良い統治、を基本方針と定め、保健医療、インフラ整備（道路）、農業、民

間セクター（職業訓練）の４つを重点分野としていた。重点地域については水、環境、農業を合わせた協力を南部地域において

展開し、灌漑についてはモロゴロが重点地域であったが、全体としての重点地域は設けていない（国際協力事業団、タンザニア

国別援助研究会報告書　現状分析編、1997年３月、p.289）。1997年には、上記分野以外に、人的資源開発・エネルギー部門・保

健医療部門の投資プロジェクトなどもあげられていた（対タンザニアプロジェクト確認調査（政策協議）、平成10年、p.GM37751）。
76 議事録、p. 116
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よる重要政策策定に関してアドバイスを行う専門家派遣を重視している77。近年経済

分野から社会分野への転換を図るために、世界銀行を通じての協力に切り替える傾向

がある。分野については、当初の製造業・教育・共同組合重視から全面的なものへと

移行しており、特に教育、飲料水、通信、エネルギー、公務員制度改革を中心に協力

を実施する予定78。

④ドイツ（５億 6,644 万ドル）

援助金額の傾向：1997 年まで減少しているが、1998 年は急激に増加（表１－６）

タンザニアの重要性：世界上位第 15 位に入らず

重点分野：農業

　タンザニアは、対南部アフリカ協力のなかで最大の受け取り国。対タンザニア支援

は協力量を暫時縮小していくことが決定しており、今後は国際機関を通じた協力に方

向転換する79。

⑤イギリス（５億 3,770 万ドル）

援助金額の傾向：1992年に増加し1993～1997年は減少したが、1998年に急激な増加

タンザニアの重要性：世界第２位

援助形態：財政支援（4,000 万£）、技術協力（2,500 万£：38％）。

重点分野：経済管理（財政支援）、教育、保健医療、生産的機会、市民参加

　援助要員が少ないため、プロジェクトを減少させ、財政支援を増加させている。行

政的な仕事を減少させることによって、政策に影響を及ぼす能力を向上させている80。

過去には、自然保護、農村道路に関する協力も実施していた81。

⑥オランダ（５億 1,326 万ドル）

援助金額の傾向：ゆるやかではあるが、1992～ 1994､1997年に減少し、1995～ 1996

年､1998 年に増加

タンザニアの重要性：世界第６位

77 対タンザニアプロジェクト確認調査（政策協議）、平成10年、p.GM37751
78 国際協力事業団（1996）1996年対タンザニアＣＧ会議議事録。今回、約束を取り付けたにもかかわらず、スウェーデン側の都合

により、インタビューを行えなかったため、最新の情報ではない。
79 国際協力事業団、タンザニア国別援助研究会報告書　現状分析編、1997年３月、p.289
80 議事録、p. 109
81 国際協力事業団、タンザニア国別援助研究会報告書　現状分析編、1997年３月、p.289
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援助形態：タンザニア政府支援（69％）、専門家派遣（10％）、ＮＧＯ支援（他）

重点分野：保健医療、教育、給水、観光天然資源82

重点地域：カゲラ州、シニヤンガ州（県総合プログラム）

　1994年の国別事業評価報告書をきっかけに、オランダ政府外務大臣は４セクターで

の集中を決めた。これまで、投資プロジェクトが多く、農林水産部門及び経済運営部

門に集中していたが83、農・工業部門、砂糖工場への支援はもう行っていない84。

⑦ＥＵ（４億 8,789 万ドル）

援助金額の傾向：1992 年に増えたが、その後また減少（表１－６）

援助形態：政府財政を通じた支援（7,120万ユーロ）、技術協力（150万ユーロ：２％）

重点分野：インフラ（道路維持）、社会セクター（初等教育、給水）、観光・天然資

源 85

　ロメ協定に基づく協力であり、現協力は、1997 ～ 2002 年の間は、タンザニア政府

と合意した国家支持計画（ＮＩＰ：National Indicative Planning）による。援助規模と

しては、中間的。ＥＵ内の人数が少ないため、少ない分野に集中している。より少な

い分野に集中したことによって、より多くの金額を１つの分野につぎ込める。また、

それらの分野の知識も蓄積でき、コンタクトも密になるため、政策対話に有利になる。

教育では、その成果が見られないが、道路セクターでは成功している86。

⑧ノールウェー（４億 8,547 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向（表１－６）

タンザニアの重要性：世界第２位

援助形態：政府を通じる支援100％、ＮＧＯ支援（50万ドル）、技術協力は縮小傾向に

あり、現在専門家・ボランティアの配置はない。

重点分野：保健医療、環境、インフラ（道路）、エネルギー、地方政府改革、多国籍債

務救済基金（ＭＤＦ）

　1999 年の評価国別事業評価は、あらゆる変化の出発点でもあった。ＴＡＳを指針

82 議事録、pp. 104-105
83 対タンザニアプロジェクト確認調査（政策協議）、平成10年、p.GM37751
84 議事録、p. 104
85 1990－ 1995年は、インフラ（運輸）、農業、社会（上下水道、病院施設・組織のリハビリ）、観光開発の協力があった。（国際協

力事業団、タンザニア国別援助研究会報告書　現状分析編、1997年３月、p.288）
86 議事録、p. 95
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に、プロジェクトを減少させ、より少ないセクターを支援している。1980 年代には

90 名いた専門家も、ボランティアも今年６月をもって、全くいなくなった。

⑨イタリア（３億 1,831 万ドル）

援助金額の傾向：1993 年の単発的援助（表１－６）

重点分野：経済、インフラ（道路）、民間セクター、保健医療

⑩アメリカ（２億 8,138 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向（表１－６）

タンザニア援助：年間3,000 万ドルで、アメリカにとってタンザニアは重点国ではな

い

重点分野：保健医療（特にＨＩＶ／ＡＩＤＳ）、良い統治、環境、民間セクター

　援助援助の半分は保健医療（特にＨＩＶ／ＡＩＤＳ）に配分されており、もともと

1,100万ドルだったが、2000～ 2002年には、年間1,400万ドルに増加する（内保健省

に年４回180万ドルを支援）。それぞれの分野での成果としては、保健医療のプログラ

ムは成功しており、農業道路のプロジェクトもうまくいっている。環境、良い統治の

成果は、今ひとつである87。

⑪フィンランド（１億 5,358 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向（表１－６）

タンザニアの重要性：世界第１位

援助形態（1999 年）：政府を通る支援（3,393 万 3,469FIM）、ＮＧＯ支援（1,331 万

400FIM）

重点分野：教育、林業、地方政府改革・民主主義（選挙）、貧困削減・ＭＤＦ

重点地域：リンディ及びムトワラ州（県プログラムがある（約 25％））

　タンガ州（ウザンバラ山）で林業、モロゴロ州でＮＧＯ支援を行っている。ダルエ

スサラームでは、国レベルの支援を行っている。20 ～ 30 年前から、北欧諸国と共同

プログラムなどがある。

⑫カナダ（１億 4,108 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向（表１－６）

87 議事録、pp. 91-92, 117
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タンザニアの重要性：世界上位第 15 位に入らず

重点分野：初等教育とマイクロ・ファイナンス（80％）、保健医療88

　カナダは、1993年に財政カットがあり、年々援助額が減少傾向にある。上位ドナー

10か国内に入らないということを認識し、上記２分野に的を絞っている。農業、農村

開発、環境、良い統治、保健医療、高等教育、インフラ、法律、人口、鉱業などの民

間セクター、女性といった分野で活動を行っていたが、カナダの方針、タンザニアの

状況、他ドナーの存在、及び自国の予算の限界を考慮して、もはや支援を行っていな

い 89。

⑬世界銀行

重点分野：教育、保健医療、給水、農村道路、農業（調査）90

　1986年の経済復興計画（ＥＲＰ）採択後は、構造調整政策を適用し、融資量が急増

している。主な支援は構造調整（セクター、マクロ）であり、インフラと私営化には、

特に力を入れている91。その他、構造調整により、公共支出改革、石油の自由化、金

融セクターの開放、製造業改革を実施するとともに、教育（基礎教育）、保健医療（予

防医学）に対する協力を実施している92。

⑭ＵＮＤＰ（１億 1,098 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向。特に 1994 年、1996 年。（表１－６）

重点分野：貧困（モニタリング）、良い統治・地方政府改革、経済管理・援助協調

　1990年代の財政削減及びＵＮＤＰ全体の方針により、効率の悪いプロジェクトは終

了し、焦点が絞られている。環境、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ジェンダーの協力もあるが、

縮小傾向にある。村レベルのプロジェクトは、効率が悪いために、減らしている。シ

ニヤンガ州での協力があったが、同理由により、縮小している93。

⑮ＵＮＩＣＥＦ（9,412 万ドル）

援助金額の傾向：減少傾向。特に 1997 ～ 1998 年。（表１－６）

88 議事録、p. 83
89 Canada, Programming Framework: Tanzania, Let us Work Together, Annex B, pp.24-25. 例えば農業分野におけるイギリス、日本、オラ

ンダの存在、保健分野における国連機関、デンマーク、日本、ノルウェー及びアメリカの存在を理由の一つとしている。
90 議事録、p. 88
91 議事録、pp. 88-89
92 国際協力事業団、タンザニア国別援助研究会報告書　現状分析編、1997年３月、p.287
93 議事録、p. 85
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重点分野：保健医療、教育、栄養、給水、子供の権利

　ザンジバルを含む全国約50県（約半数）において、コミュニティー・ベースの協力

を行っており、栄養、保健医療、初等教育、ＨＩＶ／ＡＩＤＳを含む分野横断的なプ

ログラムを支援している。こういった経験を生かし、国レベルの政策では、例えば

ＳＷＡｐにおけるコミュニティーの視点を重要視している。死亡する子供のうち84％

の子供が自宅で死に、そのうち60％は保健医療サービスを受けたことがない、といっ

た現状のタンザニアでは、保健医療サービスのみの改善では、コミュニティーとの断

絶がある94。

⑯ＵＮＦＰＡ（2,719 万ドル）

援助金額の傾向：上下傾向（表１－６）

重点分野：保健医療、人口データ、広報

　前プログラムでは、７分野で支援を行っていたが、現プログラム（1997～2001年）

では、上記３分野での協力がある。次の2002年からのプログラムは、ＳＷＡｐ内に収

まり、かつ、ＵＮＤＡＦとしての協力になる。地域的には、保健省の希望により、他

ドナーの少ない北及び西の 26 県で協力している。

⑰国際労働機関（ＩＬＯ）

重点分野：雇用－児童労働、労働集約的インフラ、保健（社会保険スキーム）

　雇用状態の改善を基本的な方針にもち、上記の重点分野において活動がある。援助

形態としては、合理化の波による影響を受けていないように見受けられていた。労働

集約的インフラに関しては、活動も多く、資本集約的インフラとの比較も行っている。

１－３－２　まとめ

　1990年代にシフトをしているドナー・国際機関は多く、援助形式のシフト（プロジェクトから

プログラム、バスケット・ファンド、財政支援へ）は、前節でみてきた。イギリスの財政支援へ

のシフト、ノールウェーの専門家・ボランティアの撤退等は、そのなかでも、目立つシフトであっ

た。援助形式のシフトは、ドナーの財政緊迫とも呼応しており、有限の財源をより効果的・合理

的に用いるための試みでもあった。

　この節では、さらに、重点分野の集中によるシフトが目立った。オランダは 1994 年の国別事

業評価後４分野へ、デンマークは1995 年に 10分野から４分野へ、ＵＮＦＰＡは、1997 年の新プ

94 議事録、p. 107
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ログラムをきっかけに８分野から３分野へと焦点を絞っている。ほかにも 1990 年代に、イギリ

スは５分野（うち２分野が最重点分野）、ＥＵは３分野、カナダは３分野（うち２分野が最重点

分野）、ＵＮＤＰは３分野へと、焦点を絞りなおしている（表１－７）。焦点の絞り方としては、

これまでの成果、効率、比較優位、他ドナーの動向などを照らし合わせ、タンザニア政府とも協

議を行い、決定されている。シフトの原因としては、財政縮小もあるが、その結果少ない分野で

の専門性を強化させることによって、政策的な影響力を強めている。

　1990年代地域的重点分野の動きは、あまり明らかではなかった。分野での焦点の絞り方に呼応

して、ドナーが撤退した地域もあるとは思われる。ドナー単独の効率・目に見える効果を考えた

場合、地域の集中なども考えられる動きであるが、「国旗をさげ」、協調が盛んである援助環境の

なかでは、アピールされる点ではない。しかし、それなりの成果が見られる県プログラムなどで

は、淡々と協力は続けられている。

表１－７　1990 年代のドナーによるシフト例（分野）

ドナー／ 年 1990－ シフト年 －2000

オランダ 1994 ４分野

デンマーク 10分野 1995 ４分野

ＵＮＦＰＡ ８分野 1997 ３分野

ＵＮＤＰ ６分野以上 1997－ 1999 ３分野

イギリス ５分野（２分野）

ＥＵ ３分野（２分野）
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第２章　国別事業評価方法

２－１ タンザニア国別事業評価の目的

２－１－１　国別事業評価について

　国別事業評価（国別評価）は、一般に Country Program Evaluation を示す言葉として使われて

いる。国別事業評価は、近年の援助形態が国別政策・戦略を重視するとともに、これらの政策や

戦略に基づき国別計画（国別事業計画、国別援助計画、国別事業実施計画）（Country Program）

によって協力が実施されていることによって重要性が増している。このような動きは、1980年代

後半に入り実施されるようになり、1998 年に援助機関によって実施された国別評価は31 件に達

し、1999年までに累計で110件行われている。我が国においても外務省、ＪＩＣＡ、国際協力銀

行による国別事業計画の策定によって従来に比べ重視されるようになっている。今後アプローチ

が、よりプログラム・アプローチを重視されるゆえに、ますます国別事業評価が重要視されると

考えられる。

　1999年３月に実施されたＯＥＣＤウィーンのワークショップの議論では、国別事業評価の目的

と活用を以下のようにあげている。

①援助機関の国別計画に対する援助実績の検証

②援助機関の目標と援助実施結果の検証

③被援助国のニーズに対しての妥当性の検証

④特定国への援助の効果の検証

⑤異なった分野や開発手法における正否確認により、援助機関の地域的分野別重点課題への

アプローチの解明

⑥協力効果の広報により、自国及び援助国内における理解・支持促進95

　ただし、国別評価の目的は援助機関ごとにその重視する点には差異がある。差異は、援助機関

の規模、また二国間援助機関と国際機関によっても見受けられる。大きな援助機関ではより一層

国別計画の促進に熱心であり、国別計画促進のために国別評価を重視していく要因が強いのに対

し、小さな援助国では国別評価を自国の援助の効果と効率や、政策の妥当性に焦点があてられる

傾向が強い。

　また、国別評価については、国別計画自体の内容が影響する。国別計画において、目標や戦略

が明確にされている、要旨に一貫性ある、その国での大部分の活動を包含している場合には、国

別評価は実施しやすい。しかし、国別計画がその国で実施しているプロジェクトを寄せ集めたも

のである場合には、国別評価の実施には困難が伴う。しかし、たとえ国別計画が存在しない場合

95 Development Assistance Committee, OECD, Evaluating Country Programmes, Vienna Workshop 1999
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でも、それなり有効な結果を得られるはずであり、政策の実行を検証することともに、国別計画

による援助実施体制への移行及び進化へと繋がる。

　　国別評価の方法としては、以下の調査事項がある。

①国別評価範囲の確定

②評価アプローチの確定

③デスク・レビュー

④現地調査

⑤報告書の作成

⑥評価結果の配布

　以上は、必ずしもこの順序で進められるとは限らず、国別評価の目的及び焦点によっても、重

点が異なってくると考えられる。これらの調査事項を報告書と対照すると、国別評価範囲①につ

いては、次の箇所で述べ、評価アプローチ②については、２－２で政府・他ドナー・国際機関の

評価方法を参照したのち、２－３で提案する。

　我が国においても国別評価は行われてきたが、従来は評価対象国において実施された複数のプ

ロジェクトを個別に評価し、その結果を取りまとめて国別評価としてきた。しかし、このような

手法では、援助重点セクター及び重点課題の選定、及び協力方針の妥当性を、十分に検証できな

かった。また、現在、開発協力の基本的視点となっている分野縦断的な貧困やジェンダーの視点

からの分析も十分に行えなかった。従来の方法を脱皮した国別評価例としては、援助方針の妥当

性の検証と貧困及びジェンダー分析を含めて評価したバングラデシュ国別事業評価があげられ

る。

２－１－２　タンザニア国別事業評価の範囲

　タンザニア国別事業評価の第１の目的は、評価結果の利用による将来のＪＩＣＡ及び日本の協

力の改善である。第２の目的としては、評価結果から得られた教訓や提言を公開することによっ

て、日本の協力の理解を深め、開発問題の課題解明に寄与することである。

　本評価は、1991 年度以前に開始し、1999 年度までに終了した対タンザニアＪＩＣＡ事業を直

接対象とし、マクロ分析のためにはＪＩＣＡ以外の無償協力をも対象とする。タンザニアの選択

の背景としては、重点国としてのタンザニアの存在、及び最近のプログラム・アプローチに代表

されるドナー協調の促進がある。国別評価のフレームワーク（案）としては、以下の骨格があげ

られる。

①経済・社会開発の推移の分析

②政府・ドナーの重点セクター、重点課題選定の妥当性の検証、援助方針の変遷の分析

③上記の検証結果に基づいて、日本・ＪＩＣＡ援助の妥当性の検討
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④日本・ＪＩＣＡ援助の有効性の検討

⑤国別事業実施計画の改善に係る検討

　評価参加者は、ＪＩＣＡ、タンザニア諮問委員会、日本人コンサルタント、タンザニア人コン

サルタントで構成される。タンザニア政府の評価への参加機関は、大蔵省及び Civil Service

Departmentが中心的であるが、保健省、教育省、農業省、建設省など日本やＪＩＣＡが援助を行っ

ている機関にも、本事前調査において協力の同意を得ている。諮問委員会のメンバーとしては、

上記以外にはエネルギー省、水資源省、天然資源省、運輸通信省、研究機関・大学、市民団体が

あげられている。スケジュールとしては、12 月にデスク・レビューを行い、2001 年１月に本現

地調査、２～４月に報告書の作成、６月以降にタンザニアにおける評価結果の公表を行う予定で

ある。

２－２　政府・他ドナー・国際機関の評価方法

２－２－１　タンザニアにおける他ドナーの国別事業評価の経験

　タンザニアでは、今日まで９件の国別事業評価が行われており､実施ドナー国、実施年、視点

は以下のとおりである96。

96 Evaluating Country Programmes, Vienna Workshop, 1999, DAC, OECD, P. 94 このほか、スイスが２件、ノルウェーが１件、報告書を

出しており、計12件となるが、上記評価年と同じであるため、同評価であると考えられる。ただし、ＥＵ、Ｄｆｉｄ、ＩＡの評

価については教育省で入手。

視　　点

各援助形態の効率性・効果、政策的妥当性、政策選択肢

成長と分配を視点とした援助のインパクト

政策妥当性、援助管理、貧困への影響、マクロ経済への貢献、持
続性

市場経済移行・貧困緩和への貢献

1997－ 1999プログラムの作成

EmpowermentとOwnership、制度的・経済的持続性、ジェンダー

政策形成、ＥＣと相手国との政策対話、援助実施・管理

一般的開発支援、セクター支援、横断的課題、結果評価、国別戦
略計画

教育プログラム

　実施ドナー国 実施年 評価期間

オランダ 1994 1970－ 1992

スウェーデン 1994 1965－ 1991

フィンランド 1995 1972－ 1993

日本 1995 長期

アイルランド 1996 1997－ 1999

スイス 1998 1993－ 1998

ＥＵ 1998 1974－ 1998

ノルウェー 1999 1994－ 1997

ＥＵ、Ｄｆｉｄ、ＩＡ 2000 1997－ 2000

表２－１　国別事業評価実施年、国
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　1994年の国別評価でオランダは、援助形態別に効率性、効果を検討しており、さらに、政策的

妥当性を評価した。それぞれの援助形態の評価では、資本投資、商品輸入支援は、失敗であると

結論されており、他の援助形態では、成功、失敗が混在した結果がみられる。援助形態の検討の

結果、複雑すぎるために、ドナー主導型のプロジェクト管理になっている、と結論している。そ

の対策として、相手国政府のオーナーシップの強化、援助の集中化、共同財政、現地ＮＧＯの活

用、現地大使館の権利委譲を提案している。また、適切なガイドライン（モニタリング・監査シ

ステム）が存在するならば、プロジェクト方式から財政支援への移行を促している。オランダ援

助の政策妥当性については、社会サービスの妥当性を評価しているが、環境分野での国家環境保

護政策の未策定には、疑問を投げかけている97。国別評価の発表時期は、援助が国内でも注目を

浴びているときであり、結果として、多大な転換を促した。前章で見たオランダ援助の各部門で

の撤退や、バスケット・ファンドの参加、現地事務所への権利委譲などもその結果である98。

　同年のスウェーデンの報告書は、オランダの国別評価を参考にした点が多い。援助量について

はタンザニアが消化能力以上の援助を受け入れている、と判断しており、財政援助など負担にな

らない援助形態を通して、政府の優先順位の高い分野へ援助することを提案している。分野とし

ては、農・工業ともに、生産的活動へのドナーの関与は複雑すぎるため避けるべきであり、農村

部での社会サービスへの援助を強化すべきであると結論している。また、効率の面からは、より

少ないセクター及びプロジェクトへ集中すること、より費用の安い現地コンサルタント・組織を

使用すること、などの提案をしている99。

　フィンランドは、1995 年に、政策妥当性、援助管理、貧困への影響、マクロ経済への貢献、持

続性を視点として、国別評価を行った。国別評価を通して、政策がプログラムに持つ影響力を認

識し、過去には十分に考慮されていなかったことを反省している。援助管理については、現地大

使館への権利委譲は評価しているが、人材強化が伴っていないことが問題であると指摘してい

る。貧困への影響は、都市部への生産拡大による援助は失敗とみなしているが、最も貧しいリン

ディ及びムトワラ州での活動は評価している。マクロ経済への貢献としては、これまでの方向性

（輸入代替性の依存、大きな政府小さな企業）は、失敗であったと結論している。持続性につい

ても批判しており、原因として、人々の参加が十分でなかったと分析している。将来的に力を入

れる点としては、複数政党制民主主義をあげており、実際現在「良い統治」の分野を重点分野と

している。ＮＧＯへの支援も検討すべきであると提案されており、現在ＮＧＯへの支援は増えて

いる100。

  97 Netherlands Development Cooperation, Tanzania: Evaluation of the Netherlands Development Programme with Tanzania, 1970-1992, 1994
  98 議事録、p. 81
  99 Secretariat for Analysis of Swedish Development Assistance, Evaluation of Swedish Development Cooperation with Tanzania, August 1994
100 Finish Cooperative Development Centre, Evaluation of the Development Cooperation between the United Republic of Tanzania and Fin-

land,1995
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　1998 年のスイスの国別評価は、Empowerment と Ownership、制度的・経済的持続性、ジェン

ダーを視点に行った。オランダと比較すると、短期間で行われたもので、そういった意味で時間

的制約のある本国別評価の参考になると考えられる。援助形態別の評価としては、プロジェクト

とプログラムの断絶があり、フィールドの経験が政策に生かされていないことが指摘されてい

る。また、国レベルでの Ownership が欠けているため、県レベルでの支援を推進しており、村中

心の援助概念をもち、それらのレベルでの経験や情報を、政策・プログラムに活用すべきであ

る、と提言している。また、県レベルでの協調を推進するために、県レベルのバスケット・ファ

ンドを提案している。また、制度的・経済持続性のためには、従来のプロジェクト中心の方法で

はなく、広範な戦略をとるべきであると提案している。また、ジェンダーについては、女性のみ

を対象としているプロジェクトが目立ち、概念がとらえられていなかった、と評価されてい

る 101。

　同年のＥＵの国別評価は、政策形成、ＥＣと相手国との政策対話、援助実施・管理を視点とし

て行った。国別評価を行っていないデンマークなどは、このＥＵの国別評価を自国の援助内容決

定に重宝したとしている。評価では、全般的に、プロジェクト援助からプログラム援助へ移行し

ていることを確認している。技術協力に関しては、技術移転がなされていない点、及びタンザニ

ア政府が更なるコンディショナリティとしてみていると批判している102。技術協力は当時、15％

から22％に増加していたが、現在は２％へと減少している。この評価は、ＥＵでは既に「古い」

とされており、現在は、次のプログラム作成のために内部評価を行っている103。

　ノールウェーは、経済開発支援、セクター支援、横断的課題、結果評価、国別戦略計画といっ

た視点から国別評価を行った。この評価を出発点に、ノールウェーは一連のシフトを行った。経

済開発支援やセクター支援については、横断的課題は多すぎて、焦点が絞りきれていない感があ

り、不均一な結果であった。それぞれのプロジェクトの結果について評価を行うことによって、

時系列的な傾向を把握した。その他の指摘としては、新しい分野での支援は、必要と思われてい

るよりも経費がかかることが多く、更に一度足を踏み込んだ場合、支援を止めにくい。ノール

ウェーの場合、支援終了に関する戦略が不十分であることを反省している。国別戦略書について

は、基本的には役に立っていたようであるが、タンザニアでの協議よりも、ノールウェーでの政

策方針が優先されていた点が問題でもあった 104。

　ＥＵ、ＤｆＩＤ、アイルランドは、今年共同で、教育プログラムの評価を行ったが、ドナー協

101 Swiss Agency for Development and Cooperation (SDC), Assessment of the SDC Country Programme for Tanzania 1993-1998, March 1998
102 EU, Evaluation of European Union Aid to Africa, Caribbean and Pacific Countries, Field Phase, Case Study No. 2: Tanzania, August 1998
103 議事録、pp. 95-96, 116
104 ECON Centre for Economic Analysis, Evaluation of the Tanzania - Norway Development Cooperation, 1994-1997, April 1999; 議事録、

p. 110
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調を協調した評価方法として画期的である。評価結果としては、それぞれの国が教育プログラム

の一部をなす形で支援をしているが、結局は個別のプロジェクト支援であり、分断がみられる、

と評価されている105 。また、教育省の反応としては、本書における「タンザニア政府には良い統

治がない」といった記述が不満であり、反発を示していた。評価の成果が、実施機関に反発をも

たせず、効果をもたせるためには、十分な注意が必要である106。

　上記国別評価のほか、ＵＮＩＣＥＦやＵＮＦＰＡは、５年サイクルの最初にアセスメントを行

い、プログラムを政府と作成した後、中間評価及び最終評価を行っている 107。ＵＮＤＰは、

Strategic Result Frameworkを使用し、ドナー協調を含めたＵＮＤＰの成果を毎年報告し、ＵＮＤＰ

全体としての成果をまとめている108。ＵＮＩＣＥＦはテーマごとの評価、ＵＮＤＰはプロジェク

ト（100万ドル以上）ごとの評価も行っている。短期的には、ＵＮＦＰＡは、ログ・フレームを用

いモニタリングを行って、サブ・プログラムについては、年次レビューを行っている。ＵＮＤＰ

は、プロジェクトごとの費用対効果をワークプランによってモニタリングし、年に１回レビュー

を行っている109。

２－２－２　効率性、目的達成度、効果、妥当性、自立発展性について

　ＤＡＣ評価指針である効率性、目的達成度、効果、妥当性、自立発展性については、インタ

ビューでは、以下の情報を得た。

（1）効率性・目的達成度

　効率性（Efficiency）と関連する点として、オランダは、援助管理過程を評価した。評価の

結果、変化する援助環境に対応するためには、より一層の現地大使館への権利の委譲が必要

であると判断された。その結果分権が行われ、100 万ドル以下の予算については、本部の判

断を待たなくてもよくなり、対応が早くなったという。逆に、本部が、現地活動についての

情報をあまりもたなくなってしまった、という留意点もある 110。

　日本の援助についても、実際の援助にたどり着くまで、開発調査、予備調査、基本設計な

どの過程を経なければいけないため、時間及び予算がかかりすぎる。評価の内容として、事

105 Mercer, Malcolm, Kathleen White and Naomi Katunzi, Joint Mid-Term Evaluation of EC, DFID and IA Support to the Education Sector

Development Programme Design, Preparation and Management Process, Final Report, June 2000
106 議事録、pp. 97-99
107 Government of Tanzania (URT) and UNICEF, Mid-Term Review of Government of Tanzania/UNICEF Country Programme, 1197-2001, Dar

es Salaam, August 1999; URT and UNFPA, Programme Review and Strategy Development Report､June 1996; 議事録、pp. 107-110, 120-

121
108 URT and UNDP, 1999 Annual Review, April 2000; UNDP Africa, The 1999 Result Oriented Annual Report for UNDP Africa, 2000; UNDP,

Results-Oriented Annual Report 1999, 2000
109 議事録、pp. 85-86, 107, 111, 120
110 議事録、p. 105
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例に関してプロセスを追ってみると援助過程が評価できるのでは、という提案があった。効

果を他ドナーの成果と比較する場合も、援助過程まで比較して、効果の原因を追求すること

も必要である。また、ＪＩＣＡの援助についても、現地事務所、本部地域部・プログラム部

の分担について検討することによって、効率の改善案がでてくるかもしれない、との提案が

あった 111。

　評価に期待する点として、ノールウェーは、「ＪＩＣＡや日本が、どのように機能し、ど

のくらい早い対応ができるか興味がある。」と述べていた。ＵＳＡＩＤは、ＪＩＣＡの人材

の配置についても評価を行うことを提案した。例えば、ＪＩＣＡ保健専門家はうまく位置づ

けられているが、政策分野で効果を発揮するためには、１人では十分ではないかもしれな

い。ＵＳＡＩＤの場合、６人、公衆衛生を専門分野とする人材を抱えている112。

　ＵＮＤＰは、農村貧困の改善例やコスト的に効率の良い例が評価を通じて浮かび上がって

くると、多くのドナーが興味を示すのみならず、将来に役に立つ、と述べた。例えば、労働

集約型地方道路などは､上記の条件を満たした非常に良い例である 113。

（2）効果

　オランダは国別評価で 1970 年から 1992 年までといった長期間を評価したが、効果

（Impact）の評価については、注意深い。まず、１ドナーとしての寄与が問題となり、援助の

結果としての効果であると結論することは難しい。また、評価は持続性と関連しているた

め、一時的な効果があったようでも、持続せず成果が見えなくなった場合、効果がなかった

ということになる。日本の本国別評価のように比較的短期間を対象としている場合、効果を

評価しようとしないのが得策である、とオランダは助言する114。

（3）妥当性

　援助が、タンザニア開発課題のニーズにとって、妥当であるかどうか（Relevance）、といっ

た点は､ドナー協調が進展しているなか、独自の道を走っている日本にとって重要な課題で

ある。政府の分野、更には課題・活動で支援を行っているかどうか、など、妥当性を判断す

るのに、重要な観点である。従来のプログラムを、より広い文脈でつかむことによって、将

来の事業の改善ができると考えられる 115。

111 日本大使館、ＪＩＣＡ事務所（議事録、p. 82）
112 議事録、pp. 110, 118
113 議事録、p. 86. 労働集約的インフラについては、基準となる資料をＩＬＯから収集済み。
114 議事録、p. 81
115 第１章、議事録、pp. 104, 110, 114
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（4）自立発展性

　自立発展性（Sustainability）は、上記のとおり、効果と関連して、重要な視点である。例

えば、ＩＬＯも評価に対する助言として、自立発展性の重要性を述べている 116。

２－２－３　政府の役割・ドナーとの協調

　オランダは、より多くの人を巻き込むことによって、評価結果の共有ができ、賛同者が増えた

ことを、経験上感じた。ノールウェーの国別評価は、ノールウェー人コンサルタント及びタンザ

ニア人コンサルタントのチームによって行われ、ドラフトは広くコメントされた。また、ただ巻

き込むだけでなく、評価過程の透明性も重要である。教育省は、ある評価に関与していたが、報

告書が現地での結果と異なっていた評価に関して、透明性を疑問視し、反発をしていた117。

　評価においても、ドナーとの協調は重要である。保健省は、これまであらゆる調査団が多すぎ

て、実際の仕事ができなかったが、バスケット・ファンドの導入によって、３月の２週間のみ調

査団が来ることになって、それ以外の時期は活動の実施に集中できる、とドナー協調を喜んでい

た。セクター・レビューに関しては、保健セクター・レビュー、及び、教育セクター・レビュー

についてそれぞれ報告書が出ているはずなので、参照されたい。道路、農業に関しては、議論中

である。ただし、タンザニア政府には、各プロジェクトの評価に関するガイドラインは存在する

が、国別評価のシステムは、存在しない118。

　理想的には、各ドナーの単独の評価はなるべく避けるべきである。しかし、日本のタンザニア

に対する援助量、及び援助方針の独自性を考慮すると、本国別評価は正当化できる。2001年の日

本とアメリカの間での共通アジェンダの共同調査団が予定されているが、日程があえば、相互強

化できるかもしれない。ただし、異なったプログラムの場合、現実的には、共同評価をしにくい

ことは確かである。最低限調整のために、ＤＡＣ会合等を利用し、他ドナーにもスケジュールを

知らせるべきである119。

２－２－４　評価結果の利用について

　日本大使館及びＪＩＣＡとしては、将来に役に立つ国別評価を求めている。静的な評価ではな

く、将来の援助を改善できるような動的な評価を行うべきである120。また、現状及びその結果を

把握し、評価結果に透明性をもち、将来の事業の改善に役立てると良い、との助言もあった121。

116 議事録、pp. 81, 112
117 議事録、pp. 81, 98
118 議事録、pp. 85, 100, 114
119 議事録、pp. 86, 114, 118,121
120 議事録、p. 82
121 議事録、p. 107
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　ドナーも、他機関による評価結果の活用を行っている。デンマークは、ＥＵ、オランダ、フィ

ンランドの国別評価を利用し、プロジェクトからプログラムへ移行した。ＥＵは、他ドナーの集

約された活動は、時間節約的な情報伝達として、常に重宝している。ＷＨＯでも、保健関係の評

価結果は、情報蓄積のために役立てている。それでも、評価結果の利用は、不十分であると感じ

ている者もあり、ＤＡＣの会議を利用して情報交換しても良いかもしれない、とＵＮＦＰＡは提

案している 122。

２－２－５　評価方法について

　国別事業評価の方法は、何を目的に、誰のために行っているのかによって異なってくる。ま

た、サンプルも、目的によって異なってくる。例えば、代表的な評価を行いたい場合、支出に比

例したサンプルの取り方をするし、将来使えるモデルを導き出すためには、モデル的な例をサン

プルするし、地域的配分を決定したい場合、地域別にサンプルを行う123。

２－３　タンザニア国別事業評価方法（案）

２－３－１　評価視点について

　タンザニア国別事業評価は、妥当性、目的達成度、効率性、自立発展性を主な視点として評価

を行う。効果については、評価対象期間、及び評価実施期間が限られているため、本評価につい

ては、主たる視点としては取り扱わない方が妥当と思われる。

（1）妥当性

　第１の視点としては、タンザニアの開発ニーズにとって我が国の援助が妥当性であったか

どうかがあげられる。そのためには、大まかに次の手順が提案される（図２－１）。

①経済・社会開発の推移の分析（マクロ､主要セクター、貧困、ジェンダー）

②政府の開発戦略の変遷及びそれに伴うドナー援助方針の変遷の分析

③上記の検証結果に基づいて、日本・ＪＩＣＡ援助の妥当性の検討

　ただし、①②に関しては、政府・ドナーの協力作業として、ＴＡＳやＰＲＳＰを通して、

かなりの時間が費やされてきたという背景を理解したうえで行う必要がある。本国別評価で

は、タンザニアにおける重点セクター及び日本の重点セクターを考慮し、主要セクターとし

ては、保健医療、教育、農業、インフラを取り扱う。

　検証の結果、マクロ・レベルで妥当性について具体的に答えられるべき点は、以下のとお

122 議事録、pp. 96, 116, 120-123
123 議事録、p. 81
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りである。

・日本の重点課題の選定は、タンザニアの開発課題にとって、妥当であったか？

・ＪＩＣＡの国別事業実施計画 124 は、タンザニアの開発課題にとって、妥当であった

か？

・ 国別事業実施計画策定の方法論は、妥当であったか？

　また、プロジェクト・レベルでは、以下の妥当性について、検証を必要とする。

・プログラムやプロジェクトは、タンザニアのニーズに照らし妥当であったか？

・開発課題、国別事業実施計画、スキームの整合性はとれていたか？

・各援助重点分野に対するＪＩＣＡの投入は妥当であったか？

・ＪＩＣＡの協力スキームの選択は適当であったか？

（2）目的達成度

　第２の視点は、日本の援助の目的達成度である。具体的には、以下の質問事項を、明らか

にすべきである（図２－１）。可能な限り、既存のプロジェクト評価を使用することが望ま

しい。

・ＪＩＣＡのプロジェクトは、各セクターにどの程度寄与したか？

・ＪＩＣＡ・日本援助は、ＰＲＳＰ等での論点のキャパシティ・ビルディングにどの程

度貢献したか？

・プロジェクトは、キャパシティ・ビルディングにどのくらいに貢献したか？

・ＪＩＣＡのプロジェクトはどの程度目的を達成しているか？

（3）効率性

　第３の視点としては、効率があげられる。効率に関連し、援助管理過程の検証が必要であ

り、具体的な内容は以下の点があげられる。

・ＪＩＣＡ援助活動の手続きは、タンザニアにとって妥当であったか？

・ＪＩＣＡ援助活動は、他ドナーと協調していたか？

・ 案件形成・協力スキームのインプットの選択は適当であったか？

・開発課題及び協力プログラムのモニタリングは適当であったか？

・プロジェクトは、どの程度効率的に行われたか？

・参加型手法がとられているか？

・ＪＩＣＡ事業のプレゼンスは、被援助国政府・受益住民・ドナーに周知されていたか？

124 ＪＩＣＡ国別事業実施計画は、1999年に策定された。
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（4）自立発展性

　第４の点としては、自立発展性があげられる。自立発展性は、各レベルにおいて検証され

るべきである。

２－３－２　国別事業評価方法

（1）国別事業評価の過程

　国別評価では、多くの関係者を巻き込むことによって、結果の共有ができ、評価後の改善

策が容易になる。また、評価過程の透明性は非常に重要であり、評価と関連しない密室での

決定には、反発が予想される。ただし、政府や他ドナーの負担を考え、最小限の時間と労力

で関係者の適切な参加を促す必要がある。本事前調査報告書に関しては、今後の評価方法を

中心に要約したものを諮問委員会に提出し、政府側の評価の過程への参加、さらには評価結

果の所有を促すことが望ましい。また、現地調査のフィードバックとして、主要ドナーに評

価結果を配布することによって、今後の協力を促すことが適当であると考えられる。今回の

現地訪問で、訪問機関には国別事業評価の説明を十分に行ったが、その他の機関について

は、最低限スケジュールに関しては、ＤＡＣ会合などで、情報提供する必要があると考えら

れる。

　実際の評価は、諮問委員会とＪＩＣＡの指導の下で、日本人コンサルタント及びタンザニ

ア人コンサルタントによって行われる予定である。中間報告書については、ＪＩＣＡ、外務

省、及び諮問委員会がコメントをし、それらのコメントは最終報告書案に取り入れられるべ

きである。最終報告書案についてもＪＩＣＡ、外務省及び諮問委員会がコメントする。主要

ドナーのコメントを求めるのも、一案であるし、適切な時期でのＤＡＣ会合などの利用も考

えられる。タンザニア政府は、諮問委員会に代表されるため、最終報告書に満足しているは

ずであるが、念のため最終的なコメントを求めることが勧められる。また、評価にタンザニ

ア政府が積極的に主体的に参加している場合、タンザニア政府による最終報告書の発表は、

国別評価報告書の効力を強化するかもしれない。タンザニアでの最終報告書の発表では、広

くドナー、国際機関、研究機関及び市民社会からコメントを得、将来的なＪＩＣＡ・日本援

助の改善に役立てることができる（図２－２）。

（2）デスク・レビュー

　評価を効率的に行うために、また、政府・ドナーの労力を最小限にするためにも、既存評

価結果及び既存資料は、最大限活用するべきである。本事前調査において収集した資料の最

大の目的は、デスク・レビューにおける活用である。本報告書の参考文献に、既存資料及び

収集した資料を整理している。
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①経済・社会開発の推移分析のためには、第１章〈タンザニア国背景〉の参考文献が

利用できる。そのなかでは、保健医療、教育、農業、インフラの主要セクターにつ

いての分類もある。

②政府の開発戦略の変遷及びそれに伴うドナー援助方針の変遷の資料については、同

じく第１章内の〈タンザニア開発課題の変遷と援助環境〉及び〈ドナー・国際機関〉、

第２章の〈国別事業評価－タンザニア〉〈その他評価方法－例〉として分類されてい

るものが使用できる。また、資料７及び８も関連資料である。本報告書、第１章も

参考となるはずである。（表１－７等を展開するのも案である。）

③日本、ＪＩＣＡの援助の妥当性については、第１章〈日本の援助動向〉として、参

考文献がある。また、ＪＩＣＡや外務省によるテーマ別評価も重要文献となる。

④ＪＩＣＡの援助の効率性、目的達成度、自立発展性については、既存のプロジェク

ト評価を参照されたい。ＪＩＣＡの事業については、資料９－10として添付してい

る。また、援助管理については、第２章〈援助管理〉に関する参考文献もある。

1）「経済・社会開発の推移分析」では、経済、社会、政治、貧困、ジェンダーなどを含

むマクロ分析、及び保健医療、教育、農業、インフラのセクター分析を含む。

2）「政府の開発戦略の変遷及びそれに伴うドナー援助方針の変遷分析」の一部分として

のタンザニアにおけるプログラム援助の検討は資料６に、方法案が述べられている。

3）「日本、ＪＩＣＡの援助の妥当性」については、デスク・レビューとして、政府・ド

ナーの重点分野・重点課題の選定を前提として、日本・ＪＩＣＡ援助が一致するかど

うかに基づき、妥当性を分類できる。また、既存のテーマ別評価等を利用して、日本

援助のセクターに対する貢献を判断する資料を整理できる。

4）「ＪＩＣＡの援助の効率性、目的達成度、自立発展性」については、現地調査が必要

であることは、いうまでもないが、デスク・レビューを十分に行うことによって、効

率良く行えるはずである。

　ＪＩＣＡ事業に関するデスク・レビューとしては、以下の方法が提案される。

表２－２　プロジェクト評価マトリックス例

プロジェクト／質問 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ・ ・ ・
Ａ ３
Ｂ ２
Ｃ ３
Ｄ ５
・ ・
・ ・
・ ・
Ｚ １
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　期間内のプロジェクトを列挙し（資料８を使用）、それぞれのプロジェクトについ

て、質問事項をコード化する。例えば、質問１については、援助分野（１．農業・零

細企業、２．教育、３．保健、４．インフラ、５．森林保全）とし、質問２は援助分

野の妥当性、質問３は援助課題、質問４は援助課題の妥当性、質問５は援助形態、質

問６は援助形態の妥当性、質問７は実施月、質問８は金額、質問９は評価の有無、質

問10は評価の結果における効果、質問11は評価結果における効率性、質問12は評価

結果における自立発展性、質問 13は報告書の有無、質問 14 は州・県等と、情報をマ

トリックスでコード化することによって、プロジェクトの分類や、集計を行う。これ

らの作業を通じて、系統別傾向などを導き出すことが提案される。また、現地調査の

ためのサンプル（援助過程をみるためなど）や、モデルを提出することも可能となる

はずである。質問は、ここにあげたものは考えられる例であり、これらの質問も評価

基準を検討、改定し、更に詳細なものにし、より多くの質問事項となるはずである。

5）「国別事業実施計画の改善に係る検討」については、上記のデスク・レビューを基

に、検討方法の明示、及び議論のための仮提案を行うこともできる。ただし、この点

については、あくまでも、現地調査を促進するために行うべきであり、結論は、現地

調査に基づき、出されるべきである。

　これらのデスク・レビューを中間報告書にまとめ、ＪＩＣＡ、外務省、諮問委員会

のコメントを得、現地調査を進める。

（3）現地調査

　現地調査の内容は、1）～ 3）のデスク・レビューの検証、及び、4）、5）に関する調査方

法の確認及び調査の実行である。現地調査については、最大限現地事務所の既存の資料・知

識を活用することが望ましい。

　1）～ 3）の分析及び妥当性の検証は主に、マクロ・レビュー、セクター・レビューを通し

て行われる。

・マクロ・レビューを通して、1）～3）に関するデスク・レビューをマクロ的視点に立っ

て検証し、不足資料について収集を行い、更に発展させる。この時、貧困、ジェンダー

に立った分析が含まれているか、確認する。

・セクター・レビューを通して、1）～3）に関するデスク・レビューをそれぞれのセク

ターについて検証し、不足資料については収集を行い、日本援助・ＪＩＣＡがどの程

度セクターに貢献しているかについて調査を行う。

　4）ＪＩＣＡ援助の目的達成度・効率性の検証のためには、以下の現地調査が提案される。

・援助過程の検証。援助形態の協調といった援助環境の方向性を考慮に入れながら、日
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本・ＪＩＣＡ援助の政策及びプログラム・レベルからプロジェクト・レベルまで検討

する125。デスク・レビューでの形態別傾向を再確認するとともに、サンプリングされ

た事例に関して過程を追って分析を行う。

・目的達成度、効率性、援助過程について他ドナーと比較。

・キャパシティ・ビルディングへの貢献度の把握。研修員、専門家、協力隊に関するア

ンケート調査を通じてキャパシティ・ビルディングの貢献度を調査する。また、キャ

パシティ・ビルディングや政策影響のために、戦略的に有効であった人材配置を確認

する。

　5）将来の日本・ＪＩＣＡ援助の改善のためには、デスク・レビューを題材に、ＪＩＣＡ

事務所、諮問委員会と議論を行い、それぞれの直接的関係者の意向を把握する。主要ドナー

に関しては、必要に応じてコメントを得る。

　また、妥当性、目的達成度、効率性、自立発展性すべての面を加味して現地事務所が推薦

した事例をモデル事例として評価に含む方法は、現在の援助をどう将来へ生かせるかの議論

も行える方法である。この方法は、ヨーロッパ援助の貧困への影響を評価した研究で行われ

ており、役に立つ研究であったと評価されている 126。

２－３－３　評価結果の利用

　評価に基づいて、将来のＪＩＣＡ事業・日本援助が改善するような方向性を提言。具体的には､

以下の点について、提言を行う。

・ＰＲＳＰ等の論点とされるキャパシティ・ビルディング、援助の手続きの共通化、援助の予

測性に対する提言

・ドナーとの援助協調に対する提言

・「顔の見える援助」に対する提言

・日本の重点分野に対するＪＩＣＡの課題・プログラムの投入のバランスに対する提言

・開発課題の設定に対する提言

・各協力プログラムの設定に対する提言

・非援助国ニーズの把握に対する提言

・各開発課題・協力プログラム・スキームの整合性を図る方法に対する提言

・案件形成・スキームのインプットの選択方法に対する提言

・国別援助実施計画の作成方法の改善に対する提言

125 第１章１－２参照。
126 Timo Voipio and Paul Hoebink(1999),European Aid for Poverty Reduction in Tanzania,Overseas Development Institute
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・国別援助実施計画のモニタリングに対する提言

・グローバルな課題（貧困、ジェンダー、環境）への配慮に対する提言

　これらの内容を含む最終報告書案を作成し、ＪＩＣＡ、外務省、諮問委員会、主要ドナーにコ

メントを求める。コメントを参考に、最終報告書がタンザニア政府に提出される。最終報告書を

タンザニアにおけるセミナーで発表し、研究機関、市民社会、ドナー、国際機関等に評価結果を

広く公表させる。ここで得られるコメント等を参考に、国別事業評価を将来の日本・ＪＩＣＡ援

助の改善に向けられる。

　付随した効果として、在タンザニア援助機関等に、日本のタンザニアにおける協力の理解を促

進し、協調を促す形にできることが望ましい。また、ホームページ等に掲載することによって、

日本国民に対する日本援助の理解を促進することが考慮されている。
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